
 

 

 

 

 

 

 

 

※ 裁判所が作成している資料の最新版は、後見ポータルサイトにて確
認してください。 

【後見ポータルサイト】 
https://www.courts.go.jp/saiban/koukenp00/index.html 

資 料 編 
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【法人後見実施モデル要綱】 

 

社会福祉法人○○○社会福祉協議会 法人後見実施要綱 

 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、社会福祉法人○○○社会福祉協議会(以下、「△△」という。)が受任する

法人後見業務（以下「後見業務」という。）に関し必要な事項を定める。 

 

（事業の目的） 

第 2 条 後見業務は、認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者など意思決定が困難な人の

判断能力を補うため、△△が成年後見人、保佐人または補助人(以下「成年後見人等」とい

う。)となることにより、成年被後見人、被保佐人、被補助人（以下「成年被後見人等」という。）

の財産管理、身上監護を行い、その権利を擁護することを目的とする。 

 

（後見業務） 

第 3 条 △△は、次の各号に掲げる業務を行う。 

（1）成年後見人等としての業務 

（2）その他前条の趣旨に合致すると認められる業務 

 

（秘密の保持) 

第 4条 △△及び後見業務に携わる職員（以下「職員」という。）は、業務上知り得た個人情報を

正当な理由なく他人に知らせ、または不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後

も同様とする。 

2   ケース検討、啓発、教育等の目的で情報を使用する場合は、個人のプライバシー保持に

十分配慮しなければならない。 

 

（定期訪問） 

第5条 △△は、後見業務を行うため、原則として月○回、成年被後見人等の居所を訪問し、成

年被後見人等の安否の確認を行うとともに、心身の状態および生活の状況の把握に努め

る。 

 

（財産目録の作成等） 

第 6 条 △△は、成年後見人等に就任したときは、すみやかに財産調査を行い、財産目録を作

成するとともに、収支予定表および身上監護計画を策定する。 

 

（管理物件の保管） 

第7条 成年被後見人等の財産のうち権利証等の重要書類は、原則として、△△が契約する金

融機関の貸金庫において保管する。ただし、次の各号に掲げるものは△△の事務所に備え

る耐火性の金庫に保管することができる。 
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（1）現金 

（2）預貯金通帳(日常的に使用するもの) 

（3）金融機関届出印 

（4）その他前各号に準ずると△△が認めるもの 

 

（財産管理の考慮事項） 

第 8 条 △△は、成年被後見人等の財産を管理するにあたっては、専ら成年被後見人等の利

益のみを考慮してその内容を決定するものとし、当該成年被後見人等の親族等利害関係を

有する者の同意を要しないものとする。ただし、その意見を聞くことを妨げない。 

 

（費用） 

第 9条 後見業務に要する費用については、成年被後見人等の負担とする。やむを得ない事情

により本会の財産から立て替えて費用を支出した場合は、これを求償することができるものと

する。 

 

（台帳の整備） 

第 10 条 △△は、後見業務の処理の状況を記録するため、成年被後見人等について個人ごと

に台帳を整備しなければならない。 

 

（従事職員の指定等） 

第 11 条 △△は、福祉に関して専門の知識または経験を有する職員の中から、後見業務に従

事する職員を指定する。 

2  △△は、従事職員の指示を受けて、成年被後見人等の日常生活支援等従事職員の業務

を補助する法人後見支援員を置くことができる。 

 

（法人後見運営委員会） 

第 12 条 後見業務の実施にあたり、成年被後見人等の権利を擁護するとともに、業務の公正

性及び専門性を確保するため、「法人後見運営委員会」（以下「運営委員会」という。）を設置

する。 

2  △△は、成年後見人等の受任の適否について、運営委員会に諮り、その審査結果を踏ま

えて、△△会長が決定する。 

 

（後見業務の対象者の要件) 

第 13 条 紛争性が無く、身上監護と日常的な金銭管理が中心の方で、次の各号のうちどれか

一つに該当する方。ただし、第 4号は社協及び運営委員会の判断による。 

（1）首長申立てをする方で、他に適切な後見人等が得られない方 

（2）原則として高額な財産を所有せず、他に適切な後見人等が得られない方 

（3）日常生活自立支援事業利用者で判断能力が低下した方のうち、第1号か第2号に当てはま

る方 
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（4）法人後見実施社協及び運営委員会が特に必要と認める場合 

2  成年後見人等の受任は前項各号に規定する対象者について、経済的な理由から他に適切

な後見人等を得られない方や、虐待による深刻な権利侵害を受けている方を優先し、必要性、

受任能力、成年被後見人等との利益相反関係、OO 市（町村）長による後見開始等の申立へ

の対応等の観点から運営委員会が審査を行い、適当と認めた場合にこれを受任する。 

 

（報酬付与の審判の申立て） 

第 14 条 △△は、後見業務の報酬について、成年被後見人等の資産等の状況により、必要に

応じて家庭裁判所に報酬付与の審判を申し立てることができる。 

 

（類型の移行申請） 

第 15 条 △△は、成年被後見人等について、意思能力の程度に変化があったと認める場合に

おいて必要があるときは、当該成年被後見人等が成年被後見人である場合にあっては補助

開始または保佐開始の審判を、被保佐人である場合にあっては後見開始または補助開始の

審判を、被補助人である場合にあっては後見開始または保佐開始の審判を、それぞれ家庭

裁判所に申立てるものとする。 

2  後見監督人、保佐監督人、補助監督人が必要な場合は、適宜その選任の申立を行う。 

 

（辞任） 

第16条 △△は、成年被後見人等が○○市（町村）の区域外に転出し、またはその他の特別な

事由により後見業務を継続して行うことが困難になったときは、家庭裁判所に成年後見人の

辞任の申立をすることができる。この場合において、当該成年被後見人等について必要があ

ると認めるときは、当該成年被後見人等の住所を管轄する家庭裁判所に後任の成年後見人

等の選任を、第 12 条の手続を経た上で、申し立てるものとする。 

 

（その他） 

第 17 条 この要綱に定めるもののほか、事業実施に関して必要な事項は会長が別に定める。 

 

 

 

附則 

この要綱は、平成○○年○○月○○日から施行する。 
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【法人後見運営委員会設置モデル要綱】 

 

社会福祉法人○○○社会福祉協議会 法人後見運営委員会設置要綱 

 

（設置） 

第 1 条 社会福祉法人○○○社会福祉協議会（以下「△△」という。）の後見業務の実施にあた

り、受任の適否の判断、後見業務の指導を行い、適正な後見業務を担保する目的のため、

社会福祉法人○○○社会福祉協議会法人後見実施要綱第 12条の規定により、法人後見運

営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

 

（機能） 

第 2 条 前条の目的を達成するため、運営委員会は、次に掲げる業務を行う。 

（1）法定後見等の受任及び辞任の申立に関する審査 

（2）成年被後見人等からの苦情申立てに対する調査、調整及び審査 

（3）△△から諮問を受けた事項に関する答申 

（4）△△の後見業務に対する監督・指導・助言 

（5）その他、△△及び運営委員会が必要と認める事項 

 

（委員構成・委嘱） 

第 3 条 運営委員会は、○人以内の委員をもって組織する。 

2  委員は、次に掲げる者の中から（△△会長）が委嘱する。 

（1）学識関係者 

（2）法律関係者 

（3）医療関係者 

（4）福祉関係者 

（5）行政関係者 

（6）その他（△△会長）が適任であると認める者 

 

（任期） 

第 4条 委員の任期は、○年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2  委員は、再任可能とする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第 5 条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

2  委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

3  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理

する。 
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（委員会） 

第 6 条 委員会は委員長が招集する。 

2  委員会の議長は委員長をもって充てる。 

3  委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。ただし、欠席する委員が書面審査可能

な場合は、書面審査をもって出席に変えることができる。 

4  委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数の時は、議長の決するところに

よる。 

 

（情報報の公開・管理） 

第 7 条 個人情報の保護とともに、事業の透明性を確保する観点から、委員会及び審査に関わ

る資料は非公開とする。 

 

（事務局） 

第 8 条 委員会の事務局は△△において処理する。 

 

（その他） 

第 9 条  この要綱に定めるものの他、委員会の運営について必要な事項は（△△会長）が別

に定める。 

 

 

 

附則 

この要綱は、平成○○年○○月○○日から施行する。 
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1 

 

                                 ふりがな： 

開始事件 事件番号 平成・令和  年（家）第      号  本人の氏名：          

後見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 初回報告） 

家庭裁判所     支部・出張所 御中     

令 和     年    月    日 

住 所                       

□成年後見人 □保佐人 □補助人 

                  印    

日中連絡がつく電話番号               

 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 

※ 財産管理に関する代理権が付与されていない保佐人・補助人や権限分掌により財産管理

に関する権限がない成年後見人の方は、財産管理に関する報告（「第２ 後見等事務の方

針について」の財産状況に関する記載並びに財産目録及び収支予定表の提出）や資料の添

付は不要です。 

 

第１ 本人の心身や生活の状況について  

１ 本人の住所・居所 

後見等開始の審判から今回の報告までの間に、本人の住民票上の住所又は実際に住んで

いる場所に変化はありましたか（既に報告済みの場合は、「変わらない」に✔又は■を入

れてください。）。 

□ 変わらない 

□ 以下のとおり変わった 

【住民票上の住所】→ 東京法務局に変更登記の申請をしていない方は、速やかに申請

してください。 

                                             

【実際に住んでいる場所】【   年  月から】 ※ 入院先・入所施設などを含む。 

 （□ 同上（住民票上の住所と同じ）） 

                                            

※ 住民票上の住所又は実際に住んでいる場所が変わったことが確認できる資料（住民票（マ

イナンバーの記載がないもの）、入院や施設入所に関する資料など）をこの報告書とともに

提出してください。既に提出している場合は重ねて提出する必要はありません。 
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2 

 

 

２ 現在、本人はどのような生活をしていますか。 ※複数回答可 

□ 自宅（親族宅等を含む）で生活している 

【同居人：□あり（本人との関係：      ）□なし】 

□ 介護保険サービス又は障害福祉サービスを利用している 

□ 医療機関に通院している又は往診を受けている 

□ 施設で生活している 

□ 病院に入院している 

□ その他（生活している場所や心身の状態などを記載してください。）                                         

                                           

                                         

 

第２ 後見等事務の方針について  

１ 本人の生活や財産（収支）についての今後の方針を記載してください。  

 □ 後見人等候補者事情説明書に記載のとおり 

 □ 本人の生活状況について、以下のとおり（必要となる医療や福祉サービス、施設入所

の予定など、具体的な内容を記載してください。） 

                                         

                                         

 □ 本人の財産状況について、以下のとおり（大きな収支の変動、多額の入出金の予定な

ど、具体的な内容を記載してください。） 

                                         

                                         

   

２ 上記の方針は、本人の意思に沿ったものですか。 

□ ① 本人が表明した本人の意思に沿っている 

□ ② 本人の意思確認が困難なため推定した本人の意思に沿っている 

□ ③ 本人の意思が推定できないため、本人にとって最も良い方法を検討し判断した 

□ ④ 本人の意思及び推定の意思と異なる判断をした 

□ ⑤ その他（今後本人に説明する予定である、事務によって当てはまる選択肢が異 

なる等） 

 

３ ２について、①～④を選択した場合にはどのように本人の意思を確認（又は推定）した

かや確認の結果等を、⑤を選択した場合はその具体的な内容を記載してください。また、

③～⑤を選択した場合は、その理由も記載してください。 
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第３ 本人の支援者について  

本人の生活を支援している親族や医療・福祉・行政の関係者等（在宅であればケアマネジ

ャーや相談支援事業者等、施設・病院に入所・入院中であれば施設職員や病院関係者等）を

記載してください。 

※複数回答可。②～④については氏名の記載は不要です。 

□ ①親族 【氏名：         本人との関係：         】 

□ ②施設・病院の関係者【所属や肩書：           】 

□ ③福祉関係者    【所属や肩書：           】 

□ ④行政の関係者   【所属や肩書：           】 

 □ ⑤その他（                                ） 

□ 特にいない 

 

第４ 本人や支援者との面談等の状況について  

後見等開始以降、本人の心身や生活の状況を把握したり、後見等事務の方針を決めたりす

るために、具体的にどのようなことを行いましたか。※複数回答可 

※「面談」には対面方式のほか、ウェブ等によるものを含みます。 

□ 本人と面談を行った 

□ 本人と同居しており、日常的に本人の状況を把握している 

□ 支援者（上記①～⑤の番号を記入：   ）から、本人の心身や生活の状況等につい

て聴取した 

□ 施設・病院・福祉関係者の話合いに参加した（本人の参加 □あり □なし） 

□ その他（                                ） 

□ 面談等は行っていない 【理由：                     】 

 

第５ その他  

本人の後見等事務全般を遂行する上での留意点、その他裁判所に伝えておきたいことがあ

れば記載してください。 

                                          

                                          

                                          

                                          

                                         

※ 記載欄に書ききれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、Ａ４サイズの用紙をご自分

で準備の上、記載してください。 

※ 完成したら提出する前にコピーを取って、大切に保管してください。 

※ 記載内容について、追加の資料を求めたり、問い合わせをしたりする場合がありますの

で、ご協力ください。 
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                                   ふりがな：こうけん たろう 

開始事件 事件番号 平成・令和 ７ 年（家）第 １２３４５ 号  本人の氏名： 後見 太郎       

後見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 初回報告） 

●●家庭裁判所  ●●  支部・出張所 御中     

令  和  ●  年  ●  月  ●  日 

住 所  ●●市●●町●丁目●番●号             

□成年後見人 ☑保佐人 □補助人 

         甲野 花子     印    

日中連絡がつく電話番号 ●●●－●●●●－●●●● 

 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 

※ 財産管理に関する代理権が付与されていない保佐人・補助人や権限分掌により財産管理

に関する権限がない成年後見人の方は、財産管理に関する報告（「第２ 後見等事務の方

針について」の財産状況に関する記載並びに財産目録及び収支予定表の提出）や資料の添

付は不要です。 

 

第１ 本人の心身や生活の状況について  

１ 本人の住所・居所 

後見等開始の審判から今回の報告までの間に、本人の住民票上の住所又は実際に住んで

いる場所に変化はありましたか（既に報告済みの場合は、「変わらない」に✔又は■を入

れてください。）。 

☑ 変わらない 

□ 以下のとおり変わった 

【住民票上の住所】→ 東京法務局に変更登記の申請をしていない方は、速やかに申請

してください。 

                                             

【実際に住んでいる場所】【   年  月から】 ※ 入院先・入所施設などを含む。 

 （□ 同上（住民票上の住所と同じ）） 

                                             

※ 住民票上の住所又は実際に住んでいる場所が変わったことが確認できる資料（住民票（マ

イナンバーの記載がないもの）、入院や施設入所に関する資料など）をこの報告書とともに

提出してください。既に提出している場合は重ねて提出する必要はありません。 

住民票上の住所と実際に住んでいる場所のどちらかが

変更になった場合は、変わっていない方に「前回報告

時と同じ」などと記載してください。 
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２  現在、本人はどのような生活をしていますか。 ※複数回答可 

☑ 自宅（親族宅等を含む）で生活している 

【同居人：□あり（本人との関係：      ）☑なし】 

☑ 介護保険サービス又は障害福祉サービスを利用している 

□ 医療機関に通院している又は往診を受けている 

□ 施設で生活している 

□ 病院に入院している 

□ その他（生活している場所や心身の状態などを記載してください。）                                         

                                           

                                         

 

第２ 後見等事務の方針について  

１ 本人の生活や財産（収支）についての今後の方針を記載してください。  

 □ 後見人等候補者事情説明書に記載のとおり 

 ☑ 本人の生活状況について、以下のとおり（必要となる医療や福祉サービス、施設入所

の予定など、具体的な内容を記載してください。） 

   本人の認知症が進行しており、独居では不安を感じるようになったが、保佐人が同居

して介護をすることも難しいため、将来的には施設への入所を検討している。                                     

                                           

 ☑ 本人の財産状況について、以下のとおり（大きな収支の変動、多額の入出金の予定な

ど、具体的な内容を記載してください。） 

   本人の弟が令和○年○月○日に死去したため、遺産分割手続を行う予定であり、財産

を取得する可能性がある。                                     

                                           

   

２ 上記の方針は、本人の意思に沿ったものですか。 

□ ① 本人が表明した本人の意思に沿っている 

□ ② 本人の意思確認が困難なため推定した本人の意思に沿っている 

□ ③ 本人の意思が推定できないため、本人にとって最も良い方法を検討し判断した 

□ ④ 本人の意思及び推定の意思と異なる判断をした 

☑ ⑤ その他（今後本人に説明する予定である、事務によって当てはまる選択肢が異 

なる等） 

 

３ ２について、①～④を選択した場合にはどのように本人の意思を確認（又は推定）した

かや確認の結果等を、⑤を選択した場合はその具体的な内容を記載してください。また、

③～⑤を選択した場合は、その理由も記載してください。 

   生活状況についての方針（施設入所の検討）に関しては、デイサービスに慣れてきたら、

今後の生活について本人の希望を聞いて、支援者とも話し合って検討する予定である。                                      

 財産状況についての方針（遺産分割）に関しては、本人と妹との間でどのように分け

るか分かりやすく説明して、意向を確認したところ、本人は「半分ずつでよい。」と述
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べた。なお、本人の弟は、生前から自分が亡くなったら本人と妹で半分ずつ相続してほ

しいと伝えており、本人も妹もこれに同意していた。                 

                                                                                             

第３ 本人の支援者について  

本人の生活を支援している親族や医療・福祉・行政の関係者等（在宅であればケアマネジ

ャーや相談支援事業者等、施設・病院に入所・入院中であれば施設職員や病院関係者等）を

記載してください。 

※複数回答可。②～④については氏名の記載は不要です。 

☑ ①親族 【氏名： 乙川 和子    本人との関係： 妹    】 

□ ②施設・病院の関係者【所属や肩書：           】 

☑ ③福祉関係者    【所属や肩書：ケアマネジャー、デイサービス相談員】 

□ ④行政の関係者   【所属や肩書：           】 

 □ ⑤その他（                                ） 

□ 特にいない 

 

第４ 本人や支援者との面談等の状況について  

後見等開始以降、本人の心身や生活の状況を把握したり、後見等事務の方針を決めたりす

るために、具体的にどのようなことを行いましたか。※複数回答可 

※「面談」には対面方式のほか、ウェブ等によるものを含みます。 

☑ 本人と面談を行った 

□ 本人と同居しており、日常的に本人の状況を把握している 

☑ 支援者（上記①～⑤の番号を記入：①、③）から、本人の心身や生活の状況等につい

て聴取した 

□ 施設・病院・福祉関係者の話合いに参加した（本人の参加 □あり □なし） 

□ その他（                                ） 

□ 面談等は行っていない 【理由：                     】 

 

第５ その他  

本人の後見等事務全般を遂行する上での留意点、その他裁判所に伝えておきたいことがあ

れば記載してください。 

                                          

                                          

                                          

                                          

                                         

※ 記載欄に書ききれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、Ａ４サイズの用紙をご自分

で準備の上、記載してください。 

※ 完成したら提出する前にコピーを取って、大切に保管してください。 

※ 記載内容について、追加の資料を求めたり、問い合わせをしたりする場合がありますの

で、ご協力ください。 
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                                 ふりがな： 

開始事件 事件番号 平成・令和  年（家）第      号  本人の氏名：         

後見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 定期報告） 

家庭裁判所     支部・出張所 御中 

 

（報告対象期間：令和  年  月  日 ～令和  年  月  日） 

令 和     年    月    日 

住 所                       

□成年後見人 □保佐人 □補助人 

                  印    

日中連絡がつく電話番号               

 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 

※ 財産管理に関する代理権が付与されていない保佐人・補助人や権限分掌により財産管理

に関する権限がない成年後見人の方は、財産管理に関する報告（「第２ これまでに行っ

た後見等事務について」の財産管理面及び「第４ 本人の財産状況について」の記載並び

に財産目録の提出）や資料の添付は不要です。 

 

第１ 本人の心身や生活の状況について  

１ 本人の住所・居所 

今回の報告対象期間内に、本人の住民票上の住所又は実際に住んでいる場所に変化はあ

りましたか（既に報告済みの場合は、「変わらない」に✔又は■を入れてください。）。 

□ 変わらない 

□ 以下のとおり変わった 

【住民票上の住所】→ 東京法務局に変更登記の申請をしていない方は、速やかに申請

してください。 

                                        

【実際に住んでいる場所】【   年  月から】 ※ 入院先・入所施設などを含む。 

（□ 同上（住民票上の住所と同じ）） 

                                        

※ 住民票上の住所又は実際に住んでいる場所が変わったことが確認できる資料（住民票（マ

イナンバーの記載がないもの）、入院や施設入所に関する資料など）をこの報告書とともに

提出してください。既に提出している場合は重ねて提出する必要はありません。 
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２ 本人の心身の状況 

今回の報告対象期間内に、本人の健康状態や生活状況に変化はありましたか（※福祉等

に関して新しく認定を受けた場合には、資料の写しを添付してください。）。 

   □ 変わらない □ 以下のとおり変わった 

                                          

                                                                                 

 

第２ これまでに行った後見等事務について  

１ 今回の報告対象期間内に行った以下の後見等事務（①～⑳）があれば、その項目に✔又

は■を入れてください。 ※複数回答可 ※特にない場合は回答不要。 

 生活面  
 
□①転居 □②入院・転院・退院 □③施設の入所・変更・退所 □④医療関係の契約  

□⑤介護保険サービスの申請・契約・内容変更  

□⑥障害福祉サービスの申請・契約・内容変更 

□⑦医療費・介護保険サービス利用料の減免措置等（自立支援医療費・限度額認定等）

の申請・更新  

□⑧年金、障害年金の受給申請・遡及申請・更新  

□⑨生活保護の受給申請・申請のための相談等  

   

 財産管理面  
 
□⑩不動産の売却・処分  □⑪不動産の修繕・管理   

□⑫保険金の請求手続   □⑬立替金などの債権回収手続 

□⑭訴訟    □⑮調停・審判   □⑯相続に関する手続（単独相続・相続放棄等） 

□⑰遺産分割協議 □⑱示談（交通事故等） □⑲債務整理 □⑳破産手続・個人再生 

   

２ 上記１以外の事務（①～⑳に該当しない事務。ただし、日常的な事務を除く。）がある

場合は、以下に具体的に記載してください。同意権・取消権を行使した場合は、こちらに

記載してください。 

□㉑その他の事務 

                                              

                                              

   ※上記１、２でチェックを入れた事務の内容が確認できる資料（契約書、申請書、決定通知書、

示談書、協議書、判決書・審判書・調停調書等）の写しを「資料①－１」などと番号を付けて、

この報告書とともに提出してください。既に提出している場合は重ねて提出する必要はありま

せんが、資料を提出した日にちが分かれば、以下に事務の番号（①～㉑）及び資料の提出日を

記載してください。 
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第３ 本人の意思確認について  

１ 「第２ これまでに行った後見等事務について」で記載した後見等事務の内容は、本人

の意思に沿ったものですか。 

□ ① 本人が表明した本人の意思に沿っている 

□ ② 本人の意思確認が困難なため推定した本人の意思に沿っている 

□ ③ 本人の意思が推定できないため、本人にとって最も良い方法を検討し判断した 

□ ④ 本人の意思及び推定の意思と異なる判断をした 

□ ⑤ その他（今後本人に説明する予定である等） 

□ ⑥ 事務によって当てはまる選択肢が異なる 

 

２ １について、①～④を選択した場合にはどのように本人の意思を確認（又は推定）した

かや確認の結果等を、⑤を選択した場合はその具体的な内容を記載してください。また、

③～⑤を選択した場合は、その理由も記載してください。 

 ※⑥を選択した場合には、これらの内容を事務ごとに記載してください。 

                                             

                                                                                   

                                                                                       

                                                                                   

                                          ＿ 
 
 

第４ 本人の財産状況について  

１  今回の報告対象期間内に、本人の財産状況に変化はありましたか。 

(1) 定期収入で変化がある費目       □ なし    □ あり 

(2) 定期支出で変化がある費目       □ なし    □ あり 

(3) １回につき１０万円以上の臨時収入   □ なし    □ あり 

(4) １回につき１０万円以上の臨時支出   □ なし    □ あり                

   ※ 臨時支出には、後見人等や監督人の報酬が含まれます。      

 

２ １で「あり」と回答した事項について、収入や支出の具体的内容を【別紙収支補足説明

書】に記載して提出してください。 

 

３ 今回の報告対象期間内に本人が得た金銭は、今回通帳のコピーを提出した口座に入金さ

れていますか（「金銭」には、定期収入のほか臨時収入も含まれます。）。 

□ はい  □ いいえ 

  （「いいえ」と答えた場合、入金されていないお金はいくらで、現在どのように管理し

ていますか。また、入金されていないのはなぜですか。以下に記載してください。） 
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４ 今回の報告対象期間内に、本人の財産から、本人以外の人（本人の配偶者等の親族や

後見人等を含む）のために支出されたものがありますか（本人が利用する福祉サービス

に伴って支出した費用を除く）。 

□ ない  □ ある 

  （「ある」と答えた場合、いつ、誰のために、いくらを、どのような目的で、どのよう

な理由で相当と判断し、支出しましたか｡支出ごとに整理して、以下に記載してくださ

い。また、これらが確認できる資料をこの報告書とともに提出してください｡既に提出

している場合は重ねて提出する必要はありませんが、資料を提出した日にちが分かれば、

資料の提出日も記載してください。） 

                                                  

                                           

                                           

                                           

                                           

 

５ 本人の財産状況について、裁判所に報告しておきたいことがあれば記載してください。 

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

 

第５ 本人の支援者について  

本人の生活を支援している親族や医療・福祉・行政の関係者等（在宅であればケアマネジ

ャーや相談支援事業者等、施設・病院に入所・入院中であれば施設職員や病院関係者等）の

有無に変化はありましたか。 

□ 変わらない □ 変わった 

※どちらを選択した場合も該当する関係者等全てに✔又は■を入れてください（複数回

答可）。 

※②～④については氏名の記載は不要です。 

□ ①親族 【氏名：        本人との関係：         】 

□ ②施設・病院の関係者【所属や肩書：           】 

□ ③福祉関係者    【所属や肩書：           】 

□ ④行政の関係者   【所属や肩書：           】 

□ ⑤その他（                                ） 

□ 特にいない 
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第６ 本人や支援者との面談等の状況について  

今回の報告対象期間内に、本人の心身や生活の状況を把握したり、後見等事務の方針を決

めたりするために、具体的にどのようなことを行いましたか。※複数回答可 

※「面談」には対面方式のほか、ウェブ等によるものを含みます。 

□ 本人と   か月に   回の頻度で、面談を行った 

□ 本人と同居しており、日常的に本人の状況を把握している 

□ 支援者（上記①～⑤の番号を記入：   ）から、本人の心身や生活の状況等につい

て聴取した 

 □ 施設・病院・福祉関係者の話合いに参加した（本人の参加 □あり □なし） 

□ その他（                               ） 

□ 面談等は行っていない 【理由：                    】 

               

 

第７ あなたご自身について  

 次の(1)から(3)までについて、今回の報告対象期間内に該当するものがありますか。 

(1) 他の裁判所で後見人等を解任されたことがありますか。 

□ ない    □ ある 

(2) 裁判所で破産手続をとったことがありますか。 

□ ない    □ ある 

(3) あなた自身や、あなたの配偶者、親又は子が、本人に対して訴訟をしたことがありま

すか。 

□ ない    □ ある 

 

第８ 今後の後見等事務の方針・その他  

現在の本人の生活や財産（収支）についての変更の予定、現時点で今後行うことを予定し

ている又は現在進行中の後見等事務があれば、その内容を以下に記載してください。また、

後見等事務全般を遂行する上での留意点（課題の解決状況、懸念事項、本人の判断能力の程

度の変化等）、その他裁判所に伝えておきたいことがあれば記載してください。 

                                           

                                           

                                           

                                           

                                          

※ 記載欄に書ききれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、Ａ４サイズの用紙をご自分

で準備の上、記載してください。 

※ 完成したら提出する前にコピーを取って、大切に保管してください。 

※ 記載内容について、追加の資料を求めたり、問い合わせをしたりする場合がありますの

で、ご協力ください。 
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（別紙）収支補足説明書 

１ 定期収入又は定期支出の変化について、変わった時期、費目、理由及び変更前と変更後

の月額（平均）を以下に記載してください。また、これらが確認できる資料の写しに「定

期収入１」などと番号を付けて、この報告書とともに提出してください｡ 

(1) 定期収入で変化がある費目 

変わった時期 費目 理由 

変更前の月額 

（平均）      

（円） 

変更後の月額 

（平均）      

（円） 

資料

番号 

  年  月      

年  月      

年  月      

 

(2) 定期支出で変化がある費目 

変わった時期 費目 理由 

変更前の月額 

（平均）      

（円） 

変更後の月額 

（平均）      

（円） 

資料

番号 

  年  月      

  年  月      

  年  月      

 

２ １回につき１０万円以上の臨時収入又は臨時支出について、以下にその内容を記載して

ください。また、これらが確認できる資料の写しに「臨時収入１」などと番号を付けて、

この報告書とともに提出してください。※臨時支出には、後見人等や監督人の報酬が含ま

れます。報酬付与の審判書謄本写しについては添付不要です。 

(1) 臨時収入 

年月日 費目 理由 金額（円） 入金口座 
資料 

番号 

 ．  ．      

 ．  ．      

 ．  ．      

 

(2) 臨時支出 

年月日 費目 理由 金額（円） 出金口座 
資料 

番号 

 ．  ．      

 ．  ．      

 ．  ．      
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                                   ふりがな：こうけん たろう 

開始事件 事件番号 平成・令和 ７ 年（家）第 １２３４５ 号  本人の氏名： 後見 太郎   

後見等事務報告書（成年後見人・保佐人・補助人用 定期報告） 

●●家庭裁判所 ●●  支部・出張所 御中 

 

（報告対象期間：令和 ● 年 ● 月 ● 日 ～令和 ● 年 ● 月 ● 日） 

令  和  ●  年  ●  月  ●  日 

住 所  ●●市●●町●丁目●番●号       

□成年後見人 ☑保佐人 □補助人 

          甲野 花子     印     

日中連絡がつく電話番号 ●●●－●●●●－●●●● 

 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 

※ 財産管理に関する代理権が付与されていない保佐人・補助人や権限分掌により財産管理

に関する権限がない成年後見人の方は、財産管理に関する報告（「第２ これまでに行っ

た後見等事務について」の財産管理面及び「第４ 本人の財産状況について」の記載並び

に財産目録の提出）や資料の添付は不要です。 

 

第１ 本人の心身や生活の状況について  

１ 本人の住所・居所 

今回の報告対象期間内に、本人の住民票上の住所又は実際に住んでいる場所に変化はあ

りましたか（既に報告済みの場合は、「変わらない」に✔又は■を入れてください。）。 

□ 変わらない 

☑ 以下のとおり変わった 

【住民票上の住所】→ 東京法務局に変更登記の申請をしていない方は、速やかに申請

してください。 

  ●●市●●町●丁目●番●号 グループホーム●●                       

【実際に住んでいる場所】【 令和●年 ●月から】 ※ 入院先・入所施設などを含む。 

（☑ 同上（住民票上の住所と同じ）） 

                                              

※ 住民票上の住所又は実際に住んでいる場所が変わったことが確認できる資料（住民票（マイ

ナンバーの記載がないもの）、入院や施設入所に関する資料など）をこの報告書とともに提出

してください。既に提出している場合は重ねて提出する必要はありません。 

 

 

 

住民票上の住所と実際に住んでいる場所のどちらかが

変更になった場合は、変わっていない方に「前回報告

時と同じ」などと記載してください。 
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２ 本人の心身の状況 

今回の報告対象期間内に、本人の健康状態や生活状況に変化はありましたか（※福祉等

に関して新しく認定を受けた場合には、資料の写しを添付してください。）。 

   □ 変わらない ☑ 以下のとおり変わった 

  要介護認定が１から２になった。入浴や着替えなど、介助が必要となることが増

えた。                                       

                                                                                 

 

第２ これまでに行った後見等事務について  

１ 今回の報告対象期間内に行った以下の後見等事務（①～⑳）があれば、その項目に✔又

は■を入れてください。 ※複数回答可 ※特にない場合は回答不要。 

 生活面  
 
□①転居 □②入院・転院・退院 ☑③施設の入所・変更・退所 □④医療関係の契約  

□⑤介護保険サービスの申請・契約・内容変更  

□⑥障害福祉サービスの申請・契約・内容変更 

□⑦医療費・介護保険サービス利用料の減免措置等（自立支援医療費・限度額認定等）

の申請・更新  

□⑧年金、障害年金の受給申請・遡及申請・更新  

□⑨生活保護の受給申請・申請のための相談等  

   
 財産管理面  
 
□⑩不動産の売却・処分  □⑪不動産の修繕・管理   

□⑫保険金の請求手続   □⑬立替金などの債権回収手続 

□⑭訴訟    □⑮調停・審判   □⑯相続に関する手続（単独相続・相続放棄等） 

☑⑰遺産分割協議 □⑱示談（交通事故等） □⑲債務整理 □⑳破産手続・個人再生 

   
２ 上記１以外の事務（①～⑳に該当しない事務。ただし、日常的な事務を除く。）がある

場合は、以下に具体的に記載してください。同意権・取消権を行使した場合は、こちらに

記載してください。 

□㉑その他の事務 

                                              

                                              

   ※上記１、２でチェックを入れた事務の内容が確認できる資料（契約書、申請書、決定通知書、

示談書、協議書、判決書・審判書・調停調書等）の写しを「資料①－１」などと番号を付けて、

この報告書とともに提出してください。既に提出している場合は重ねて提出する必要はありま

せんが、資料を提出した日にちが分かれば、以下に事務の番号（①～㉑）及び資料の提出日を

記載してください。 

    ③の資料は令和●年●月頃に提出済み。⑰の資料は令和●年●月頃に提出済み。                                         

                                              

 

 

- 92 -



3 
 

 

 

 第３ 本人の意思確認について   

１ 「第２ これまでに行った後見等事務について」で記載した後見等事務の内容は、本人

の意思に沿ったものですか。 

☑ ① 本人が表明した本人の意思に沿っている 

□ ② 本人の意思確認が困難なため推定した本人の意思に沿っている 

□ ③ 本人の意思が推定できないため、本人にとって最も良い方法を検討し判断した 

□ ④ 本人の意思及び推定の意思と異なる判断をした 

□ ⑤ その他（今後本人に説明する予定である等） 

□ ⑥ 事務によって当てはまる選択肢が異なる  

 

 

２ １について、①～④を選択した場合にはどのように本人の意思を確認（又は推定）した

かや確認の結果等を、⑤を選択した場合はその具体的な内容を記載してください。また、

③～⑤を選択した場合は、その理由も記載してください。 

 ※⑥を選択した場合には、これらの内容を事務ごとに記載してください。 

   支援者が集まり、本人を交えてミーティングを行った。施設入所については、本人が

デイサービスで通っている施設を気に入っている様子であり、これからどこで生活した

いのか簡単な言葉で確認したところ、「ここ（デイサービスの施設）がよい。」と答え

た。また、亡弟の遺産分割についても、遺産の内容や本人と妹との間でどのように分け

るかについて図を示しながら確認したところ、「半分ずつがいい。」と述べた。                                       
 
 

第４ 本人の財産状況について  

１  今回の報告対象期間内に、本人の財産状況に変化はありましたか。 

(1) 定期収入で変化がある費目       □ なし    ☑ あり 

(2) 定期支出で変化がある費目       □ なし    ☑ あり 

(3) １回につき１０万円以上の臨時収入   □ なし    ☑ あり 

(4) １回につき１０万円以上の臨時支出   □ なし    ☑ あり                

   ※ 臨時支出には、後見人等や監督人の報酬が含まれます。      

 

２ １で「あり」と回答した事項について、収入や支出の具体的内容を【別紙収支補足説明

書】に記載して提出してください。 

 

３ 今回の報告対象期間内に本人が得た金銭は、今回通帳のコピーを提出した口座に入金さ

れていますか（「金銭」には、定期収入のほか臨時収入も含まれます。）。 

☑ はい  □ いいえ 

  （「いいえ」と答えた場合、入金されていないお金はいくらで、現在どのように管理し

ていますか。また、入金されていないのはなぜですか。以下に記載してください。） 
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４ 今回の報告対象期間内に、本人の財産から、本人以外の人（本人の配偶者等の親族や

後見人等を含む）のために支出されたものがありますか（本人が利用する福祉サービス

に伴って支出した費用を除く）。 

□ ない  ☑ ある 

  （「ある」と答えた場合、いつ、誰のために、いくらを、どのような目的で、どのよう

な理由で相当と判断し、支出しましたか｡支出ごとに整理して、以下に記載してくださ

い。また、これらが確認できる資料をこの報告書とともに提出してください｡既に提出

している場合は重ねて提出する必要はありませんが、資料を提出した日にちが分かれば、

資料の提出日も記載してください。） 

 本人がこれまでの孫と同額で良いと言ったので、本人の孫●●に、令和●年●月● 

日、結婚祝いとして●万円渡した（資料は令和●年●月頃に提出済み。）。                     

                                            

                                            

                                            

                                            

 

５ 本人の財産状況について、裁判所に報告しておきたいことがあれば記載してください。 

                                                

                                            

                                            

                                             

                                              

 

第５ 本人の支援者について  

本人の生活を支援している親族や医療・福祉・行政の関係者等（在宅であればケアマネジ

ャーや相談支援事業者等、施設・病院に入所・入院中であれば施設職員や病院関係者等）の

有無に変化はありましたか。 

□ 変わらない ☑ 変わった 

※どちらを選択した場合も該当する関係者等全てに✔又は■を入れてください（複数回

答可）。 

※②～④については氏名の記載は不要です。 

☑ ①親族 【氏名： 乙川 和子    本人との関係： 妹      】 

☑ ②施設・病院の関係者【所属や肩書：グループホーム●●施設長    】 

□ ③福祉関係者    【所属や肩書：           】 

□ ④行政の関係者   【所属や肩書：           】 

□ ⑤その他（                                ） 

□ 特にいない 
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第６ 本人や支援者との面談等の状況について  

今回の報告対象期間内に、本人の心身や生活の状況を把握したり、後見等事務の方針を決

めたりするために、具体的にどのようなことを行いましたか。※複数回答可 

※「面談」には対面方式のほか、ウェブ等によるものを含みます。 

☑ 本人と １ か月に ２ 回の頻度で、面談を行った（施設入所以降） 

□ 本人と同居しており、日常的に本人の状況を把握している 

☑ 支援者（上記①～⑤の番号を記入：①、② ）から、本人の心身や生活の状況等につ

いて聴取した 

☑ 施設・病院・福祉関係者の話合いに参加した（本人の参加 ☑あり □なし） 

☑ その他（施設入所する前は、週に２回は本人の様子を見に行っていた。  ） 

□ 面談等は行っていない 【理由：                    】 

 

第７ あなたご自身について  

 次の(1)から(3)までについて、今回の報告対象期間内に該当するものがありますか。 

(1) 他の裁判所で後見人等を解任されたことがありますか。 

☑ ない    □ ある 

(2) 裁判所で破産手続をとったことがありますか。 

☑ ない    □ ある 

(3) あなた自身や、あなたの配偶者、親又は子が、本人に対して訴訟をしたことがありま

すか。 

☑ ない    □ ある 

 

第８ 今後の後見等事務の方針・その他  

現在の本人の生活や財産（収支）についての変更の予定、現時点で今後行うことを予定し

ている又は現在進行中の後見等事務があれば、その内容を以下に記載してください。また、

後見等事務全般を遂行する上での留意点（課題の解決状況、懸念事項、本人の判断能力の程

度の変化等）、その他裁判所に伝えておきたいことがあれば記載してください。 

 本人の認知症が進行しているため、今後後見類型への変更も検討する必要がある。本

人が施設入所する前に住んでいた住居を処分するか否かについても、本人の意向を確認

しながら検討する予定である。                                           

                                            

                                            

                                            

                                          

※ 記載欄に書ききれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、Ａ４サイズの用紙をご自分

で準備の上、記載してください。 

※ 完成したら提出する前にコピーを取って、大切に保管してください。 

※ 記載内容について、追加の資料を求めたり、問い合わせをしたりする場合がありますの

で、ご協力ください。 

住居の変更等で面談等の状況が変わ

った場合は、複数選択の上で時期等

を記載するか、「その他」に記載し

てください。 
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（別紙）収支補足説明書 

１ 定期収入又は定期支出の変化について、変わった時期、費目、理由及び変更前と変更後

の月額（平均）を以下に記載してください。また、これらが確認できる資料の写しに「定

期収入１」などと番号を付けて、この報告書とともに提出してください｡ 

(1) 定期収入で変化がある費目 

変わった時期 費目 理由 

変更前の月額 

（平均）      

（円） 

変更後の月額 

（平均）      

（円） 

資料

番号 

令和●年●月 
貸 付 金 の 返
済 

令和●年●月に完済されたため   50,000     0 １ 

年  月          

年  月      

 

(2) 定期支出で変化がある費目 

変わった時期 費目 理由 

変更前の月額 

（平均）      

（円） 

変更後の月額 

（平均）      

（円） 

資料

番号 

令和●年●月 施設費 通所から入所に変更したため    12,000  150,000 １ 

令和●年●月 食費・日用品 施設入所したため    30,000         0 2 

令和●年●月 
電 気 ・ ガ ス ・
水 道 代 等 及 び
通信費 

施設入所に伴い解約したため      8,300      0 3 

 
２ １回につき１０万円以上の臨時収入又は臨時支出について、以下にその内容を記載して

ください。また、これらが確認できる資料の写しに「臨時収入１」などと番号を付けて、
この報告書とともに提出してください。※臨時支出には、後見人等や監督人の報酬が含ま
れます。報酬付与の審判書謄本写しについては添付不要です。 

(1) 臨時収入 

年月日 費目 理由 金額（円） 入金口座 
資料 

番号 

令●.●.● 遺産分割金 亡弟の遺産分割 2,875,000 ●●銀行●●
支店 

１ 

 ．  ．           

 ．  ．              

 

(2) 臨時支出 

年月日 費目 理由 金額（円） 出金口座 
資料 

番号 

令●.●.● 施設入居一時金 施設入所したため 1,000,000 ●●銀行●●
支店 

１ 

 ．  ．           

 ．  ．              

 

資料には「定期支出１」などと番号を付けてくださ

い。一つの費目に複数の資料がある場合には、「定期

支出１－①」「定期支出１－②」などと枝番号を付けて

ください。 
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開始事件　事件番号  　  　　　年(家)第　　　　　　　　号　　【本人氏名：　 　　 　　　　　　　】

令和 年 月 日 作成者氏名 印

No. 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

6 □

7 □

8 □

No. 資料

1 食費・日用品 □

2 電気・ガス・水道代等 □

3 通信費 □

4 □

5 □

6 施設費 □

7 入院費・医療費・薬代 □

8 □

9 □

10 □

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

給与・役員報酬等

賃料収入（家賃、地代等）

品　　　　目

生活保護等（　　　　　　　　　）

厚生年金 　（□天引き後）

国民年金　（□天引き後）

その他の年金（　　　　　　　　）
　　　　　　　（□　天引き後）

１　本人の定期的な収入　

入金先口座・頻度等

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

２　本人の定期的な支出

収入の合計　＝

引落口座・頻度・支払方法等年　額（円） 月　額（円）

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

生活費

療養費

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

年　額（円） 月　額（円）

※　以下の収支について記載し、資料がある場合には、「資料」欄の□にチェックを付し、当該資料の写しを

  添付してください。また、収支予定表との対応関係がわかるように、資料の写しには対応する番号を右上に

  付してください。(例：収支予定表の「１本人の定期的な収入」の「No.２国民年金」の資料の写しであれば、

  資料の写しの右上に「収１－２」と付記してください。）

※　収支の各記載欄が不足した場合には、この用紙をコピーした上で、「№」欄の番号を連続するよう付け直

　してください。

名称･支給者等

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

※　国民健康保険料等が控除された後の年金受取額を記載する場合は、「１　本人の定期的な収入」の年金の

　「（□　天引き後）」、「２　本人の定期的な支出」の保険料等の「（□　天引き）」にチェックを付し、

　保険料等の金額は０円と記載してください。

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

収　　支　　予　　定　　表
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11 家賃 □

12 地代 □

13 □

14 □

15 □

16 固定資産税 □

17
所得税
（□　天引き）

□

18
住民税
（□　天引き）

□

19 □

20 □

21
国民健康保険料
（□　天引き）

□

22
介護保険料
（□　天引き）

□

23 生命（損害）保険料 □

24 □

25 □

26 負債の返済 □

27 こづかい □

28 後見事務費 □

29 □

30 □

31 □

32 □

33 □

年額 （円）　　　　　　（収入の合計） - （支出の合計） =
 

月額 （円）　　　　　　（収入の合計） - （支出の合計） =

※収支が赤字となる場合は、対処方針等を記載してください。

※本人以外の第三者のための支出を予定している場合は、理由等を記載してください。

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

支出の合計　　＝　　

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

住居費

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

保険料

その他

税金

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし
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開始事件　事件番号　令和　7年(家)第　１２３４５　号　　【本人氏名：　後見　太郎　】

令和 ● 年 ● 月 ● 日 作成者氏名 印

No. 資料

1 ☑

2 ☑

3 □

4 □

5 □

6 □

7 ☑

8 □

No. 資料

1 食費・日用品 □

2 電気・ガス・水道代等 ☑

3 通信費 ☑

4 □

5 □

6 施設費 ☑

7 入院費・医療費・薬代 ☑

8 □

9 □

10 □

収　　支　　予　　定　　表

5,300

3,000

12,000

2,00024,000

63,600

36,000

144,000

360,000 30,000

125,000

60,000

50,000600,000

生活費

療養費

現金払い

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

デイサービス利用料

☑財産目録預貯金№ ３ の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

甲野　花子

年　額（円） 月　額（円）

1,500,000

720,000

※　以下の収支について記載し、資料がある場合には、「資料」欄の□にチェックを付し、当該資料の写しを

  添付してください。また、収支予定表との対応関係がわかるように、資料の写しには対応する番号を右上に

  付してください。(例：収支予定表の「１本人の定期的な収入」の「No.２国民年金」の資料の写しであれば、

  資料の写しの右上に「収１－２」と付記してください。）

※　収支の各記載欄が不足した場合には、この用紙をコピーした上で、「№」欄の番号を連続するよう付け直

貸付金の返済

　してください。

名称･支給者等

令和●年●月に完済予定

☑財産目録預貯金№ ３ の口座に振り込み

※　国民健康保険料等が控除された後の年金受取額を記載する場合は、「１　本人の定期的な収入」の年金の

　「（□　天引き後）」、「２　本人の定期的な支出」の保険料等の「（□　天引き）」にチェックを付し、

　保険料等の金額は０円と記載してください。

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

給与・役員報酬等

賃料収入（家賃、地代等）

品　　　　目

生活保護等（　　　　　　　　　）

厚生年金 　（☑天引き後）

国民年金　（□天引き後）

その他の年金（　　　　　　　　）
　　　　　　　（□　天引き後）

１　本人の定期的な収入　

入金先口座・頻度等

２か月に１回

☑財産目録預貯金№ １ の口座に振り込み
２か月に１回

☑財産目録預貯金№ １ の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

２　本人の定期的な支出

収入の合計　＝

引落口座・頻度・支払方法等

2,820,000 235,000

年　額（円） 月　額（円）

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

☑財産目録預貯金№ １ の口座から自動引き落とし

ＮＨＫ、電話

☑財産目録預貯金№ １ の口座から自動引き落とし

現金払い

２か月ごと、四半期ごと、１年に１回の収入

などは月額に按分した金額を記載してくださ

い（割り切れない場合には、小数第一位を

切り上げて記載してください。）。

年の途中で終わる見込みの収支について

は、終了時期も記載してください。また、月

額には毎月の出入金額を記載し、年額は

その１２か月分の金額を記載してください。
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11 家賃 □

12 地代 □

13 □

14 □

15 □

16 固定資産税 ☑

17
所得税
（☑　天引き）

☑

18
住民税
（☑　天引き）

☑

19 □

20 □

21
国民健康保険料
（☑　天引き）

☑

22
介護保険料
（☑　天引き）

☑

23 生命（損害）保険料 ☑

24 □

25 □

26 負債の返済 ☑

27 こづかい □

28 後見事務費 □

29 □

30 □

31 □

32 □

33 □

年額 （円）　　　　　　（収入の合計） - （支出の合計） =
 

月額 （円）　　　　　　（収入の合計） - （支出の合計） =

※収支が赤字となる場合は、対処方針等を記載してください。

※本人以外の第三者のための支出を予定している場合は、理由等を記載してください。

2,763,600 230,300

150,000

0

0

8,000

20,000

0

0

0

96,000

56,400

4,700

0

240,000

支出の合計　　＝　　

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

住居費

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

住宅ローン

☑財産目録預貯金№ １ の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

保険料

その他

税金

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

1,800,000

0

0

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

☑財産目録預貯金№ １ の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

年４回現金払い

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から自動引き落とし
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開始事件　事件番号  　  　　　年(家)第　　　　　　　　号　　【本人氏名：　 　　 　　　　　　　】

令和 年 月 日 印

№ 支店名 最終確認日 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

□

□

6 □

7 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

合　　計

　 　

数量、額面金額 評価額（円） 管理者

財  産  目  録（令和　　　年　　　月　　　日現在）

□普□定
□
□普□定
□

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

　施設等預入金（預入先：　　　　　　　　　　　　　）

支援信託

支援預貯金

（預貯金・現金・施設等預入金　小計）

（支援信託・預貯金　小計）

合　　計

　よう付け直してください。

作成者氏名

口座種別

□普□定
□
□普□定
□
□普□定
□

金融機関の名称

１　預貯金・現金
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　※　「口座種別」欄については、普通預貯金や通常貯金等は「普」、定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し、その他の種別は下欄の□にチェックを付し、種別の名称を記載してください。

残高（円）

　ら８までの財産に関する資料がある場合には、「資料」欄の□にチェックを付し、当該資料の写

※　定期報告時に前回報告から財産の内容に変化がある場合及び初回報告時において、以下の１か

  しを添付してください。また、財産目録との対応関係がわかるように、資料の写しには対応する

  番号を右上に付してください。(例：財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資料の写しで

  あれば、資料の写しの右上に「財１－２」と付記してください。）

管理者口座番号

２　有価証券等（株式、投資信託、国債、社債、外貨預金、手形、小切手など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄、証券会社の名称等

※　以下の１から９までの財産の有無等について該当する□にチェックを付し、その内容を記載し

　てください。

※　財産の各記載欄が不足した場合には、この用紙をコピーした上で、「№」欄の番号を連続する
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　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

９　遺産分割未了の相続財産（本人が相続人となっている遺産）

４　不動産（土地）

５　不動産（建物）

６　債権（貸付金、損害賠償金など）

７　その他（自動車など）

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　初回報告（別紙のとおり）

８　負債

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

　□　前回報告から変化なし(□該当なし)

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　初回報告（別紙のとおり）

３　生命保険、損害保険等（本人が契約者又は受取人になっているもの）

（３から９までの各項目についての記載方法）
　
・初回報告の場合→「初回報告（別紙のとおり）」をチェックし、別紙も作成してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がない場合には（　）内の□にもチェックしてください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したものを含め該当項目の現在の財産内容すべてを別紙に記載

・定期報告の場合→財産の内容に変化がない場合→「前回報告から変化なし」にチェックしてください。該当財産

           　 　　財産の内容に変化がある場合→「前回報告から変化あり」にチェックした上、前回までに報告
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

３　生命保険、損害保険等（本人が契約者又は受取人になっているもの）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類 証書番号
保険金額

（受取額）（円） 契約者 受取人

　 　

４　不動産（土地）
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状、持分等）

　 　 　

　

　

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 家屋番号 種　類 床面積(㎡)
備考

（現状、持分等）

　

５　不動産（建物）　※区分所有建物の場合も、下記の項目を記載してください。

　 　

　

６　債権（貸付金、損害賠償金など）

　 　 　 　

　 　 　

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考

合　　計

（別紙）
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

７　その他（自動車など）
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種類 内容 評価額（円） 備考

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

８　負債
　□　次のとおり　□　負債はない　□　不明

　□　不明　　　　　（相続財産目録は作成する必要はありません。）

合　　計

９　遺産分割未了の相続財産（本人が相続人となっている遺産）
　□　相続財産がある（相続財産目録を作成して提出してください。）
　□　相続財産はない（相続財産目録は作成する必要はありません。）
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開始事件　事件番号  令和　7　年(家)第　１２３４５　号　　【本人氏名：　　後見　太郎　　　】

令和 ● 年 ● 月 ● 日 印

№ 支店名 最終確認日 資料

1 ●● 令和○年○月○日 ☑

2 ○○ 令和○年○月○日 ☑

3 △△ 令和○年○月○日 ☑

4 □

5 □

□

□

6 □

7 □

№ 資料

1 ☑

2 ☑

3 ☑

4 □

5 □

株式 ●●電力（株）、●●証券

1,000,000●●ファンド、○○信託銀行

合　　計 2,500,000

500,000

同上

保佐人

　 　

国債 利付国債（○年）第○回、●●証券

数量、額面金額 評価額（円）

1,000,000 1,000,000

管理者

１００株

１００口

同上

投資信託

財  産  目  録（令和　●　年　●　月　●　日現在）

□普□定
□
□普□定
□

（預貯金・現金・施設等預入金　小計）

30,000

支援信託

支援預貯金

3456789

4,573,881

本人

（支援信託・預貯金　小計）

合　　計

0

4,573,881

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

　施設等預入金（預入先：　　　　　　　　　　　　　）

　よう付け直してください。

作成者氏名     甲野　花子  

口座種別

☑普□定
□
□普☑定
□
☑普□定
□

金融機関の名称

１　預貯金・現金
　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

△△銀行

○○信用金庫

　※　「口座種別」欄については、普通預貯金や通常貯金等は「普」、定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し、その他の種別は下欄の□にチェックを付し、種別の名称を記載してください。

残高（円）

1,489,560

2,000,000

1,054,321

●●銀行 保佐人

　ら８までの財産に関する資料がある場合には、「資料」欄の□にチェックを付し、当該資料の写

※　定期報告時に前回報告から財産の内容に変化がある場合及び初回報告時において、以下の１か

  しを添付してください。また、財産目録との対応関係がわかるように、資料の写しには対応する

  番号を右上に付してください。(例：財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資料の写しで

  あれば、資料の写しの右上に「財１－２」と付記してください。）

同上

管理者口座番号

1234567

2345678

２　有価証券等（株式、投資信託、国債、社債、外貨預金、手形、小切手など）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄、証券会社の名称等

※　以下の１から９までの財産の有無等について該当する□にチェックを付し、その内容を記載し

　てください。

同上

※　財産の各記載欄が不足した場合には、この用紙をコピーした上で、「№」欄の番号を連続する

ある場合、直近の運用実績報告書等を見て記載してください。

初回報告の例
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　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

９　遺産分割未了の相続財産（本人が相続人となっている遺産）

４　不動産（土地）

５　不動産（建物）

６　債権（貸付金、損害賠償金など）

７　その他（自動車など）

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし)

　☑　初回報告（別紙のとおり）

　☑　初回報告（別紙のとおり）

　☑　初回報告（別紙のとおり）

　☑　初回報告（別紙のとおり）

　☑　初回報告（別紙のとおり）

８　負債

□　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

　□　前回報告から変化なし(□該当なし)

　☑　初回報告（別紙のとおり）

　☑　初回報告（別紙のとおり）

３　生命保険、損害保険等（本人が契約者又は受取人になっているもの）

（３から９までの各項目についての記載方法）
　
・初回報告の場合→「初回報告（別紙のとおり）」をチェックし、別紙も作成してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がない場合には（　）内の□にもチェックしてください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したものを含め該当項目の現在の財産内容すべてを別紙に記載

・定期報告の場合→財産の内容に変化がない場合→「前回報告から変化なし」にチェックしてください。該当財産

           　 　　財産の内容に変化がある場合→「前回報告から変化あり」にチェックした上、前回までに報告
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№ 資料

1 ☑

2 ☑

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

３　生命保険、損害保険等（本人が契約者又は受取人になっているもの）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類 証書番号
保険金額

（受取額）（円） 契約者 受取人

●●損害保険株式会社 損害保険 34-5678 10,000,000 本人 本人

○○生命保険
株式会社 生命保険 12-3456 5,000,000 本人 保佐人

　 　

４　不動産（土地）
　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状、持分等）

　 　 　 　

●●市●●町●丁目 ●番● 宅地 150.12 自宅

　

　

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 家屋番号 種　類 床面積(㎡)
備考

（現状、持分等）

　

５　不動産（建物）　※区分所有建物の場合も、下記の項目を記載してください。

●●市●●町●丁目●番地● ●番●の● 居宅 １階　120.25

２階　100.50
自宅

　 　

　

６　債権（貸付金、損害賠償金など）

　 　 　 　

　 　 　

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考

丙山　重雄 貸金２００万円 300,000 預貯金№３の口座に毎月５

万円振込

　 　 　

　 　 　

　

　 　

合　　計 300,000

（別紙）

ある場合、保険契約証書を見て記載してください。

ある場合、全部事項証明書（登記簿謄本）を見て記載してください。

ある場合、全部事項証明書（登記簿謄本）を見て記載してください。

3 - 107 -



№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

７　その他（自動車など）
　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

種類 内容 評価額（円） 備考

　

　 　

　 　 　 　

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

○○銀行△△支店 住宅ローン 10,000,000 預貯金№１の口座から毎月

1５万円引落

　 　

８　負債
　☑　次のとおり　□　負債はない　□　不明

　□　不明　　　　　（相続財産目録は作成する必要はありません。）

合　　計 10,000,000

９　遺産分割未了の相続財産（本人が相続人となっている遺産）
　☑　相続財産がある（相続財産目録を作成して提出してください。）
　□　相続財産はない（相続財産目録は作成する必要はありません。）
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開始事件　事件番号  令和　7　年(家)第　１２３４５　号　　【本人氏名：　　後見　太郎　　　】

令和 ● 年 ● 月 ● 日 印

№ 支店名 最終確認日 資料

1 ●● 令和○年○月○日 ☑

2 ○○ 令和○年○月○日 ☑

3 △△ 令和○年○月○日 ☑

4 □

5 □

□

☑

6 □

7 □

№ 資料

1 ☑

2 ☑

3 ☑

4 □

5 □

※　定期報告時に前回報告から財産の内容に変化がある場合及び初回報告時において、以下の１か

　ら８までの財産に関する資料がある場合には、「資料」欄の□にチェックを付し、当該資料の写

  しを添付してください。また、財産目録との対応関係がわかるように、資料の写しには対応する

  番号を右上に付してください。(例：財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資料の写しで

  あれば、資料の写しの右上に「財１－２」と付記してください。）

※　財産の各記載欄が不足した場合には、この用紙をコピーした上で、「№」欄の番号を連続する

財  産  目  録（令和　●　年　●　月　●　日現在）

作成者氏名     甲野　花子  

※　以下の１から９までの財産の有無等について該当する□にチェックを付し、その内容を記載し

　てください。

　よう付け直してください。

１　預貯金・現金
　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

　※　「口座種別」欄については、普通預貯金や通常貯金等は「普」、定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し、その他の種別は下欄の□にチェックを付し、種別の名称を記載してください。

金融機関の名称 口座種別 口座番号 残高（円） 管理者

●●銀行 ☑普□定
□

1234567 3,378,900 保佐人

△△銀行 □普☑定
□

2345678 2,000,000 同上

○○信用金庫 ☑普□定
□

3456789 1,076,543 同上

□普□定
□

30,000 施設長

（預貯金・現金・施設等預入金　小計） 6,485,443

□普□定
□

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

　施設等預入金（預入先：　グループホーム●●　　　）

支援信託

支援預貯金

２　有価証券等（株式、投資信託、国債、社債、外貨預金、手形、小切手など）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄、証券会社の名称等 数量、額面金額 評価額（円） 管理者

（支援信託・預貯金　小計） 0

合　　計 6,485,443

国債 利付国債（○年）第○回、●●証券 1,000,000 1,000,000 保佐人

株式 ●●電力（株）、●●証券 １００株 500,000 同上

　 　

合　　計 2,500,000

投資信託 ●●ファンド、○○信託銀行 １００口 1,000,000 同上

ある場合、直近の運用実績報告書等を見て記載してください。

定期報告の例
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　してください。

３　生命保険、損害保険等（本人が契約者又は受取人になっているもの）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　☑　前回報告から変化なし(□該当財産なし) □　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

４　不動産（土地）

（３から９までの各項目についての記載方法）
　
・初回報告の場合→「初回報告（別紙のとおり）」をチェックし、別紙も作成してください。

・定期報告の場合→財産の内容に変化がない場合→「前回報告から変化なし」にチェックしてください。該当財産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がない場合には（　）内の□にもチェックしてください。

           　 　　財産の内容に変化がある場合→「前回報告から変化あり」にチェックした上、前回までに報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したものを含め該当項目の現在の財産内容すべてを別紙に記載

６　債権（貸付金、損害賠償金など）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし) ☑　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

７　その他（自動車など）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし) ☑　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

５　不動産（建物）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし) ☑　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

９　遺産分割未了の相続財産（本人が相続人となっている遺産）

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　前回報告から変化なし(□該当財産なし) ☑　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

　☑　前回報告から変化なし(☑該当財産なし) □　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

８　負債

　□　初回報告（別紙のとおり）

　□　前回報告から変化なし(□該当なし) ☑　前回報告から変化あり（別紙のとおり）

【 別紙 について 】

○変化のない項目については記載不要です。

○変化のある項目については、変化がなかった財産も含めて、現在の財産の内容すべ

てを記載してください。
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 ☑

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 ☑

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

（別紙）

合　　計 0

　 　 　

　 　 　

　

　 　

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 債権の内容 残額（円） 備考

丙山　重雄 貸金２００万円 0 令和●年●月に完済

　

６　債権（貸付金、損害賠償金など）

　 　 　 　

　 　 　

●●市●●町●丁目●番地● ●番●の● 居宅
１階　120.25

２階　100.50
自宅

●●市●●町●丁目●番地● ●番● 居宅
１階　80.25

２階　65.50

共有持分1/2（亡

弟から相続）

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 家屋番号 種　類 床面積(㎡)
備考

（現状、持分等）

　

５　不動産（建物）　※区分所有建物の場合も、下記の項目を記載してください。

　

●●市●●町●丁目 ●番● 宅地 150.12 自宅

●●市●●町●丁目 ●番● 宅地 100.45 共有持分1/2（亡

弟から相続）

４　不動産（土地）
　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在 地　番 地　目 地積（㎡）
備考

（現状、持分等）

　 　 　 　

　 　

３　生命保険、損害保険等（本人が契約者又は受取人になっているもの）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類 証書番号
保険金額

（受取額）（円） 契約者 受取人

ある場合、保険契約証書を見て記載してください。

ある場合、全部事項証明書（登記簿謄本）を見て記載してください。

ある場合、全部事項証明書（登記簿謄本）を見て記載してください。

変化がなかった財産も含めて、この項目の現在の財産の内容すべてを記

載してください。

例：№１の土地（前回報告と同じ）→記載する

№２の土地（報告期間内に取得）→記載する

別紙を作成する場合でも、変化のない項目については記載不要です。
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

　□　不明　　　　　（相続財産目録は作成する必要はありません。）

合　　計 8,200,000

９　遺産分割未了の相続財産（本人が相続人となっている遺産）
　□　相続財産がある（相続財産目録を作成して提出してください。）
　☑　相続財産はない（相続財産目録は作成する必要はありません。）

　

　 　 　

　 　 　

　 　 　 　

債権者名（支払先） 負債の内容 残額（円） 返済月額（円）

○○銀行△△支店 住宅ローン 8,200,000 預貯金№１の口座から毎月１

５万円引落

　 　

８　負債
　☑　次のとおり　□　負債はない　□　不明

　

　 　

　 　 　 　

７　その他（自動車など）
　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種類 内容 評価額（円） 備考

別紙を作成する場合でも、変化のない項目については記載不要です。
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開始事件　事件番号  　  　　　年(家)第　　　　　　　　号　　【本人氏名：　 　　 　　　　　　　】

令和 年 月 日 印

（ ）

（ ）

（ 年 月 日）

（ 分の ）

№ 支店名 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

6 □

7 □

8 □

9 □

10 □

　現金（預貯金以外で所持している金銭）

合　　計

□普□定
□

□普□定
□
□普□定
□
□普□定
□
□普□定
□

被相続人の氏名

本人との続柄 本人の

被相続人が亡くなられた日 □平成・ □令和

口座種別

□普□定
□

　するよう付け直してください。

　※　「口座種別」欄については、普通預貯金や通常貯金等は「普」、定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し、その他の種別は下欄の□にチェックを付し、種別の名称を記載してください。

本人の法定相続分

遺言書 　（□　あり　　□　なし　　□　不明）

最終確認日口座番号 残高（円）

１　預貯金・現金

相 続 財 産 目 録（令和　　　年　　　月　　　日現在）

管理者

□普□定
□

　

金融機関の名称

作成者氏名

※　以下の相続財産の有無等について該当する□にチェックを付し、その内容を記載してください。

※　以下の相続財産に関する資料がある場合には、「資料」欄の□にチェックを付し、当該資料の

  写しを添付してください。また、相続財産目録との対応関係がわかるように、資料の写しには対

  応する番号を右上に付してください。(例：相続財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資

  料の写しであれば、資料の写しの右上に「相１－２」と付記してください。）

  ごとにこの目録を作成してください。

※　被相続人（亡くなられた方）が複数いる場合には、この目録をコピーするなどして、被相続人

※　相続財産の各記載欄が不足した場合には、この用紙をコピーした上で、「№」欄の番号を連続

※　本人が相続人となっている遺産分割未了の相続財産がある場合にのみ提出してください。

□普□定
□
□普□定
□
□普□定
□

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

　

　

２　有価証券等（株式、投資信託、国債、社債、外貨預金、手形、小切手など）

管理者

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄、証券会社の名称等 数量、額面金額 評価額（円）

３　生命保険、損害保険等（被相続人が受取人になっているもの）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類
保険金額

（受取額）（円） 契約者

　

　

　 　

　

合　　計

証書番号

家屋番号

　

種　類
備考

（現状、持分等）床面積(㎡)

５　不動産（建物）　※区分所有建物の場合も、下記の項目を記載してください。

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在

地　番所　在 地　目 地積（㎡）
備考

（現状、持分等）

４　不動産（土地）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

８　負債

　□　次のとおり　□　負債はない　□　不明

債権者名（支払先） 残額（円） 返済月額（円）

備考内容

負債の内容

合　　計

合　　計

７　その他（自動車など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

種類 評価額（円）

６　債権（貸付金、損害賠償金など）

　□　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 残額（円） 備考債権の内容
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開始事件　事件番号  令和　7　年(家)第　１２３４５　号　　【本人氏名：　後見　太郎　　　】

令和 ● 年 ● 月 ● 日 印

（ ）

（ ）

（ ● 年 ● 月 ● 日）

（ 2 分の 1 ）

№ 支店名 資料

1 ●● ☑

2 ○○ ☑

3 □

4 □

5 □

6 □

7 □

8 □

9 □

10 □

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

7654321

8765432

作成者氏名

令和●年●月●日

令和●年●月●日

※　以下の相続財産の有無等について該当する□にチェックを付し、その内容を記載してください。

※　以下の相続財産に関する資料がある場合には、「資料」欄の□にチェックを付し、当該資料の

  写しを添付してください。また、相続財産目録との対応関係がわかるように、資料の写しには対

  応する番号を右上に付してください。(例：相続財産目録の「１預貯金・現金」の「No.２」の資

  料の写しであれば、資料の写しの右上に「相１－２」と付記してください。）

  ごとにこの目録を作成してください。

※　被相続人（亡くなられた方）が複数いる場合には、この目録をコピーするなどして、被相続人

※　相続財産の各記載欄が不足した場合には、この用紙をコピーした上で、「№」欄の番号を連続

※　本人が相続人となっている遺産分割未了の相続財産がある場合にのみ提出してください。

☑普□定
□
□普□定
□
□普□定
□

相 続 財 産 目 録（令和　●　年　●　月　●　日現在）

甲野　花子

同上

管理者

□普□定
□

　

金融機関の名称

　するよう付け直してください。

　※　「口座種別」欄については、普通預貯金や通常貯金等は「普」、定期預貯金や定額貯金等は「定」の
　　□にチェックを付し、その他の種別は下欄の□にチェックを付し、種別の名称を記載してください。

2,500,000

本人の法定相続分

遺言書 　（□　あり　　☑　なし　　□　不明）

最終確認日口座番号 残高（円）

１　預貯金・現金

被相続人の氏名 後見　次郎

本人との続柄 本人の

3,215,432 保佐人

△△銀行

●●銀行

弟

被相続人が亡くなられた日 □平成・ ☑令和

口座種別

☑普□定
□

□普□定
□
□普□定
□
□普□定
□
□普□定
□

　現金（預貯金以外で所持している金銭） 34,500 保佐人

合　　計 5,749,932

□普□定
□
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 ☑

2 □

3 □

4 □

5 □

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

居宅 １階　80.25

２階　65.50

備考
（現状、持分等）床面積(㎡)

５　不動産（建物）　※区分所有建物の場合も、下記の項目を記載してください。

　☑　次のとおり　□　当該財産はない　□　不明

所　在

亡弟の自宅（空家）宅地 100.45

地　番所　在 地　目 地積（㎡）
備考

（現状、持分等）

　

４　不動産（土地）

　

　

　

家屋番号

●●市●●町●丁目 ●番●

　

種　類

　

　

合　　計

証書番号

　

●●市●●町●丁目●番地● ●番●

　 　

　

亡弟の自宅（空家）

　

　

３　生命保険、損害保険等（被相続人が受取人になっているもの）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

保険会社の名称 保険の種類
保険金額

（受取額）（円） 契約者

0

　

　 　

２　有価証券等（株式、投資信託、国債、社債、外貨預金、手形、小切手など）

管理者

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

種　類 株式の銘柄、証券会社の名称等 数量、額面金額 評価額（円）
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№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

№ 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

債権の内容

　　

備考

　 　 　

合　　計

７　その他（自動車など）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

種類 評価額（円）

　 　 　

　

0

　 　

６　債権（貸付金、損害賠償金など）

　□　次のとおり　☑　当該財産はない　□　不明

債務者名（請求先） 残額（円）

0

　 　 　

　 　

　 　 　

　 　 　

合　　計

　 　 　

　 　 　

８　負債

　□　次のとおり　☑　負債はない　□　不明

債権者名（支払先） 残額（円） 返済月額（円）

備考

　 　　

　 　 　

内容

負債の内容
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開始事件　事件番号  　  　　　年(家)第　　　　　　　　号　　【本人氏名：　 　　 　　　　　　　】

令和　　　 年 　　　 月 　　　 日 作成者氏名 　　　　　　　　　　　　 印

１　収入

No. 月額（円） 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

6 □

7 □

8 □

9 □

10 □

11 □

12 □

13 □

円

２　支出

No. 月額（円） 資料

1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

6 □

7 □

8 □

9 □

10 □

食費・日用品

電気・ガス・水道代等

生活費

入院費・医療費・薬代

厚生年金

国民年金

その他の年金（　　　　　　　　）

生活保護等（　　　　　　　　　）

給与・役員報酬等

賃料収入（家賃、地代等）

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

　　　　　　　（報告期間：令和 　   　 年　　月　　日～ 令和  　 　　年　　月　　日）

収支状況報告書

入金先口座・頻度等

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

名称・支給者等

【定期収入】

年額（円）

（小計）

通信費

施設費

療養費

【定期支出】

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

【臨時収入】（医療還付金等があればこの欄に記載）

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

引落口座・頻度・支払方法等

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

□財産目録預貯金№　　　の口座に振り込み

不動産売却金

保険金

Ａ　合計

年額（円）品目
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11 □

12 □

13 □

14 □

15 □

16 □

17 □

18 □

19 □

20 □

21 □

22 □

23 □

24 □

25 □

26 □

27 □

28 □

29 □

30 □

31 □

32 □

33 □

34 □

35 □

36 □

37 □

38 □

39 □

円

円

Ｂ　合計

Ａ－Ｂ＝

【臨時支出】

手術費用

（小計）

施設入所一時金

後見人報酬

負債の返済

こづかい

後見事務費

家賃

地代

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

□財産目録預貯金№　　　の口座から引き落とし

保険料

その他

住居費

税金

固定資産税

所得税

住民税

国民健康保険料

介護保険料

生命（損害）保険料
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家庭裁判所に提出する資料のコピーの取り方

１ 一般的な注意
 紙の大きさは，記録保存の都合上， （このページの大きさ）にしてくＡ４判
ださい。
原稿が大きく，Ａ４判では収まりきらない場合は，縮小コピーしていただい

てもかまいません。また，原稿が小さい場合でも，コピーを取った紙を切らず
にＡ４判のまま提出してください。

 記録保存の都合上，左側に３cm以上の余白を取ってください。
 コピーは，必ず片面だけにし，裏面は使用しないでください。
 コピー代や各証明書の申請費用など申立てにかかる費用は，原則として，申
立人の負担となりますが，本人の財産から精算することも可能となる場合があ
ります。詳しくは，家庭裁判所にお問い合わせください。

 資料の全部のコピーを取る必要があるのか，あるいは，一部分だけで足りる
のか，迷うことがあると思います。基本的には，財産目録や収支予定表などに
記載した内容を過不足なく証明できる範囲について，コピーを取っていただく
ことになります。

２ 以下，主な資料について説明します。
（財産，支出の資料） 固定資産税の納税通知書・・・・

本人の氏名や税額が記載されている部分のほかに，不動産の内容が記載され
ている部分のコピーも取ってください。

（財産，収入，支出の資料） 預貯金の通帳・・・・
① コピーを取る前に，最新の残高などを記帳してください。
② まず，見返し（表紙の裏の部分で，支店名，口座番号，届出印などが書い
てあるページ）のコピーを取ってください。
次に，印字されているページのうち，直近の約１年分のコピーを取ってく

ださい（現在の残高のみでは不十分です。）。通帳を更新している場合は，
直近１年分に該当する部分の更新前の通帳のコピーも取ってください。

③ 総合通帳で，１冊の通帳に普通預金のほかに定期預金や定額貯金などが記
載されている場合は，両方のコピーを取ってください。

（財産の資料） 定期預金，定額貯金などの証書・・・・
本人の氏名，金額などが記載されている部分のコピーを取ってください。裏

面に借入れの記載などがある場合は，裏面のコピーも取ってください。
（財産の資料） 保険の証書・・・・

表面と裏面の両方のコピーを取ってください。
（支出の資料） 領収書や請求書など・・・・

複数枚をまとめてコピーを取ってもかまいません。ただし，Ａ４判に収まる
ようにしてください。

（後見・保佐・補助申立用）
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供 

覧 

会 長 事務局長 課 長 課 員 担当者 

     

 

成年後見人 ○○○○ 様 現金出納帳（  月分） 

 

（単位：円） 

年月日 摘要 収入 支出 残高 確認印 
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供 

覧 

会 長 事務局長 課 長 課 員 担当者 

     

 

後 見 業 務 日 誌 

 

記録者（            ） 

 

年月日 用務先 後見事務の内容 移動距離 備考 
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（1/3）  

(R7 年 7 月版) 

 
 
                受付印 

  

居住用不動産処分許可 申 立 書 

 
  
 

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                （貼った印紙に押印しないでください。） 

収 入 印 紙 ８００円 
 

予納郵便切手    円 

 
 
 準口頭 

  
 基本事件番号  平成・令和    年（家   ）第                   号 

 

家庭裁判所 

         支部・出張所 御中 

 令和    年    月    日 

申立人の署名押印

又は記名押印 

                        

 

 印  

 
 
 
 

 添付書類     

 
 □契約書（案）（写し）  □処分する不動産の評価証明書  □不動産業者作成の査定書【売却する場合】 
 

 □処分する不動産の全部事項証明書（既に提出済みの場合は不要） 
 

 □被後見人等の戸籍謄本・住民票（※被後見人等の住所や本籍に変更があった場合のみ） 

 

（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。 

 

 
 

 
 
申 

 
 
 

 
立 
 

 
 
 

人 

 
 

住  所 

 
〒     －       
 

 
 

電話     （     ）        携帯     －      －        

 
 

連絡先 
 
(勤務先等) 

 
〒     －       
 
 
                        電話     （     ） 
 勤務先名                （裁判所名で連絡しても よい・差し支える） 

 
フリガナ     
 

氏  名 

 

 
 

被 
 
後 

 
見 
 

人 
 
等 

 
 

 
 
住  所 

 
〒     －                   電話   （    ） 
 
 
 
□申立人と同じ 

                                 
 
フリガナ     
 

氏  名 

 
 
 
 

（注） 太わくの中だけ記入してください。 
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新潟県
テキストボックス

参考資料７




 

（2/3）  

(R7 年 7 月版) 

申    立    て    の    趣    旨 

      ※                            ※ 

       １ 被後見人                       ア 別紙売買契約書（案） 

  申立人が ２ 被保佐人 に代わって、別紙物件目録記載の不動産につき イ 別紙（根）抵当権設定契約書（案）    

       ３ 被補助人                        ウ 別紙賃貸借契約書（案） 

                                   エ その他（           ） 

                                                         

     ※ 

      ａ 売却  ｂ（根）抵当権の設定 

のとおり ｃ 賃貸  ｄ 賃貸借の解除       をすることを許可する旨の審判を求める。 

      ｅ その他（           ） 

 

                 申立ての理由（居住用不動産の処分を必要とする理由） 

※ １ 親族と同居し、扶養されることとなったので、居住用不動産が不要になった。 

２ 施設に入所することとなったので、居住用不動産が不要になった。 

３ 施設入所資金の捻出のために、居住用不動産の処分が必要になった。 

４ 医療費、生活費等の捻出のために、居住用不動産の処分が必要になった。 

５ 建物が老朽化し、維持していると経費がかさむ。 

６ その他 

 

 

居住用不動産の処分についての

被後見人等の同意の有無 

※ １ ある。 ２ ない。 ３ 確認できない。 

（同意の有無についての具体的事情） 

 

 

居住用不動産の処分についての

監督人の同意の有無 

（監督人が選任されている場合のみ） 

※ １ ある。 ２ ない。  

今後の居住場所 ※  １ 病院   ２ 老人ホーム   ３ 親族と同居 

４ 転居   ５ 変更なし 

６ その他（         ） 

今後の住所、施設所在地  

 

 （注）  太わくの中だけ記入してください。※の部分は、当てはまる番号等を○で囲み、その他を選

んだ場合には具体的な事情を記入してください。 

被後見人等の今後の居住場所に変更がある場合は、新住所、所在地等を具体的に記入してく 

ださい。 
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（3/3）  

(R7 年 7 月版) 

別紙 

物   件   目   録 

＊同内容を記載した別書式のものでもかまいません。 

（土  地） 
 

番号      所       在   地  番  地 目 地  積  備 考 

  

    番 

 

  平方メートル 

 
    

        

        

        

 

（建  物） 
 

番号     所       在 家 屋 
番 号 種 類   構  造  床 面 積   備 考 

     

  平方メートル 

 
  

        

        

        

（注） 太わくの中だけ記入してください。 
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（1/3）  

(R7 年 7 月版) 

 
 
                受付印 

  

居住用不動産処分許可 申 立 書 

 
  
 

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                （貼った印紙に押印しないでください。） 

収 入 印 紙 ８００円 
 

予納郵便切手    円 

 
 
 準口頭 

  
 基本事件番号  平成・令和  ○ 年（家   ）第  ○○○○○○   号 

 

○ ○ 家庭裁判所 

    △△  支部・出張所 御中 

 令和  ○ 年 ○ 月 ○ 日 

申立人の署名押印

又は記名押印 
  甲  野  夏  男       印  

 
 
 
 

 添付書類     

 
 ☑契約書（案）（写し）  ☑処分する不動産の評価証明書  ☑不動産業者作成の査定書【売却する場合】 
 

 □処分する不動産の全部事項証明書（既に提出済みの場合は不要） 

 

 □被後見人等の戸籍謄本・住民票（※被後見人等の住所や本籍に変更があった場合のみ） 

 

（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。 

 

 
 
 

 
申 
 

 
 
 

立 
 
 

 
 
人 

 
 
住  所 

 

〒○○○－○○○○  

○○県○○市○町○番○号○○ハイツ桜山２３号室 

 

電話 ○○○（○○○）○○○○   携帯 ○○○－○○○○－○○○○  
 

 
連絡先 

 
(勤務先等) 

 
〒     －       

（注：住所で確実に連絡ができるときは記入しないでください。） 

 
                        電話     （     ） 
 勤務先名                （裁判所名で連絡しても よい・差し支える） 

 
フリガナ     
 
氏  名 

コ ウ ノ       ナ ツ オ 

  

甲   野   夏   男 

 
 

被 
 
後 

 
見 
 

人 
 
等 

 

 
 
住  所 

 
〒○○○－○○○○                   電話   （    ） 
 

○○県○○市○町〇丁目○番○号 
□申立人と同じ 

                                 
 
フリガナ     
 
氏  名 

 
コ ウ ノ       タ ロ ウ 

甲   野   太   郎 

（注） 太わくの中だけ記入してください。 
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（2/3）  

(R7 年 7 月版) 

申    立    て    の    趣    旨 

      ※                            ※ 

       １ 被後見人                       ア 別紙売買契約書（案） 

  申立人が ２ 被保佐人 に代わって、別紙物件目録記載の不動産につき イ 別紙（根）抵当権設定契約書（案）    

       ３ 被補助人                        ウ 別紙賃貸借契約書（案） 

                                   エ その他（           ） 

                                                         

     ※ 

      ａ 売却  ｂ（根）抵当権の設定 

のとおり ｃ 賃貸  ｄ 賃貸借の解除       をすることを許可する旨の審判を求める。 

      ｅ その他（           ） 

 

                 申立ての理由（居住用不動産の処分を必要とする理由） 

※ １ 親族と同居し、扶養されることとなったので、居住用不動産が不要になった。 

２ 施設に入所することとなったので、居住用不動産が不要になった。 

３ 施設入所資金の捻出のために、居住用不動産の処分が必要になった。 

４ 医療費、生活費等の捻出のために、居住用不動産の処分が必要になった。 

５ 建物が老朽化し、維持していると経費がかさむ。 

６ その他 

 

 

居住用不動産の処分についての

被後見人等の同意の有無 

※ １ ある。 ２ ない。 ３ 確認できない。 

（同意の有無についての具体的事情） 

本人と面談して自宅の売却についての同意を確認した。 

 

居住用不動産の処分についての

監督人の同意の有無 

（監督人が選任されている場合のみ） 

※ １ ある。 ２ ない。  

今後の居住場所 ※  １ 病院   ２ 老人ホーム   ３ 親族と同居 

４ 転居   ５ 変更なし 

６ その他（         ） 

今後の住所、施設所在地 〒○○○－○○○○ 

○○県○○市△町○番○号 特別養護老人ホーム○○ 

 （注） 太わくの中だけ記入してください。※の部分は、当てはまる番号等を○で囲み、その他を選

んだ場合には具体的な事情を記入してください。 

被後見人等の今後の居住場所に変更がある場合は、新住所、所在地等を具体的に記入してく

ださい。 
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（3/3）  

(R7 年 7 月版) 

別紙 

物   件   目   録 

＊同内容を記載した別書式のものでもかまいません。 

（土  地） 
 

番号      所       在   地  番  地 目 地  積  備 考 

１ ○○市○町〇丁目 

    番 

宅地 

  平方メートル 

 ○ ○ １５０ ００ 

        

        

        

 

（建  物） 
 

番号     所       在 家 屋 
番 号 種 類   構  造  床 面 積   備 考 

１ 
○○市○町〇丁目○番

地 

○番

○ 
居宅 

木造瓦葺平

家建 

  平方メートル 

 
９０ ００ 

        

        

        

（注） 太わくの中だけ記入してください。 
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（1/2） 

 (R7 年 7 月版) 

 

 

                  受付印 

 

 

 

 

 

 

 

準口頭  基本事件番号  

平成・令和    年（家 ）第             号 

□ 特 別 代 理 人  

□ 臨 時 保 佐 人  

□ 臨 時 補 助 人  

選 任 申 立 書 

 

 この欄に収入印紙８００円を貼ってください。 

 

 

 

                （貼った印紙に押印しないでください。） 

 収入印紙  ８００ 円 

 

 

 
 
 

 予納郵便切手      円 
 

         家庭裁判所 

      

支部・出張所  御中 

   

令和  年  月   日 

    

申 立 人 の 

署 名 押 印 

又は記名押印 

 

 

 

                                   印 

 

 

 

 添付書類 

 

 

 

 □特別代理人等候補者の住民票（個人番号（マイナンバー）表示のないもの） 

 □後見人等や被後見人等の戸籍謄本や住民票（※後見人等や被後見人等の住所や本籍に変更が 

  あった場合のみ） 

【遺産分割協議の場合】 

   □被相続人の除籍謄本 □遺産分割協議書（案） □相続財産に関する疎明資料一式 

   □候補者の承諾書  （注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。 

申 

 

立 

 

人 

 

住  所 

 

 〒   － 

 

 

 電話 

 

    （   ） 

 

 携帯     －    － 

 

連 絡 先 

 

 〒      － 

                    電話    （     ）    

勤務先名       （裁判所名で連絡しても よい・差し支える） 

フリガナ 

氏  名 

 

 

 

 

昭和・平成・令和 

       年  月  日生 

 

職  業 

 

 

   

 被後見人等との関係 

 

 ※ １ ［※ 成年後見人 ・ 保佐人 ・ 補助人 ］ 

   ２ 利害関係人（         ） 

 

被 

後 

見 

人 

等 

 

住  所 

 

 

※ １ 申立人と同じ 

  ２ 〒  － 

 

 

 

フリガナ 

氏  名 

 

   

大正・昭和・平成・令和 

       年  月  日生 

 

（注） 太わくの中だけ記入してください。該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

   ※の部分は当てはまるものを○で囲んでください。 
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新潟県
テキストボックス

参考資料８




 

（2/2） 

 (R7 年 7 月版) 

 

 

申 立 て の 趣 旨 

 ※ １ 被後見人の特別代理人の選任を求める。 

   ２ 被保佐人の臨時保佐人の選任を求める。 

   ３ 被補助人の臨時補助人の選任を求める。 

申 立 て の 理 由 

  利益相反する者 

 ※ １ ［※ 成年後見人・保佐人・補助人 ］と［※ 被後見人・被保佐人・被補助人］ 

   ２ 同一人を［※ 成年後見人・保佐人・補助人 ］とする他の者と［※ 被後見人・被保

佐人・被補助人］ 

   ３ ［※ 成年後見人・保佐人・補助人 ］が代表者を務める会社と［※ 被後見人・被保

佐人・被補助人］ 

     ４ その他（                               ） 

  利益相反行為の内容 

 ※ １ 被相続人亡            の遺産を分割するため 

   ２ 被相続人亡            の相続を放棄するため 

   ３ 身分関係存否確定の調停・訴訟の申立てをするため 

   ４ 被後見人等の所有する物件に ［※ 抵当権 ・ 根抵当権］ を設定するため 

   ５ その他（                               ） 

【その詳細】 

 
 

 
 
 
 

  特別代理人等候補者 

 

 住  所 

 

 

 〒   － 

 

 

 

電話 

 

    （   ） 

 

携帯 

 

     －    － 

 

 フリガナ 

 氏  名 

 

 

 

 

 昭和・平成・令和 

       年  月  日生 

 

 職  業 

 

 

 

 被後見人等との関係 

 

 

 

（注） 太わくの中だけ記入してください。該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

   ※の部分は当てはまるものを○で囲んでください。 
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（1/2） 

(R7 年 7 月版) 

 

 

                  受付印 

 

 

 

 

 

 

 

準口頭  基本事件番号  

平成・令和   ○ 年（家 ）第 ○○○○ 号 

☑ 特 別 代 理 人  

□ 臨 時 保 佐 人   

□ 臨 時 補 助 人   

選 任 申 立 書 

 

 この欄に収入印紙８００円を貼ってください。 

 

 

 

                （貼った印紙に押印しないでください。） 

 収入印紙  ８００ 円 

 

 

 
 
 

 予納郵便切手      円 
 

○  ○   家庭裁判所 

      

○ ○  支部・出張所  御中 

   

令和 ○年 ○月 ○日 

 

申 立 人 の 

署 名 押 印 

又は記名押印 

 

 

 

  甲   野   夏   男         印 

 

 

 

 添付書類 

 

 

 ☑特別代理人等候補者の住民票（個人番号（マイナンバー）表示のないもの） 

 □後見人等や被後見人等の戸籍謄本や住民票（※後見人等や被後見人等の住所や本籍に変更が 

あった場合のみ） 

【遺産分割協議の場合】 

☑被相続人の除籍謄本 ☑遺産分割協議書（案） ☑相続財産に関する疎明資料一式 

   ☑候補者の承諾書   （注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。 

申 

 

立 

 

人 

 

住  所 

 

 〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○町○番○号 

○○ハイツ桜山２３号室 

 電話 

 

 ○○○（○○○）

○○○○ 

 携帯 ○○○－○○○○－○○○○ 

 

連 絡 先 

 

 〒      － 

（注：住所で確実に連絡ができるときは記入しないでください。）   

                                     電話    （     ）    

勤務先名       （裁判所名で連絡しても よい・差し支える） 

フリガナ 

氏  名 

 

コ ウ ノ       ナ ツ オ 

  

甲   野   夏  男 

 昭和・平成・令和 

   ○○年○○月○○日生 

職  業 

 

 

 会 社 員 

 被後見人等との関係 

 

 ※ １ ［※ 成年後見人 ・ 保佐人 ・ 補助人 ］ 

   ２ 利害関係人（         ） 

 

被 

後 

見 

人 

等 

 

住  所 

 

 

※ １ 申立人と同じ 
  ２ 〒○○○－○○○○ 
 

○○県○○市○町○番○号○○マンション○○号室 

 

フリガナ 

氏  名 

 

 

コ ウ ノ     タ ロ ウ 

 

甲  野  太  郎 

  

大正・昭和・平成・令和 

  ○○年○○月○○日生 

 
（注） 太わくの中だけ記入してください。該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

    ※の部分は当てはまる番号を○で囲んでください。 
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（2/2） 

(R7 年 7 月版) 

 

申 立 て の 趣 旨 

 ※ １ 被後見人の特別代理人の選任を求める。 

   ２ 被保佐人の臨時保佐人の選任を求める。 

   ３ 被補助人の臨時補助人の選任を求める。 

申 立 て の 理 由 

  利益相反する者 

 ※ １ ［※ 成年後見人・保佐人・補助人 ］と［※ 被後見人・被保佐人・被補助人］ 

   ２ 同一人を［※ 成年後見人・保佐人・補助人 ］とする他の者と［※ 被後見人・被保

佐人・被補助人］ 

   ３ ［※ 成年後見人・保佐人・補助人 ］が代表者を務める会社と［※ 被後見人・被保

佐人・被補助人］ 

     ４ その他（                               ） 

  利益相反行為の内容 

 ※ １ 被相続人亡 甲 野 梅 子   の遺産を分割するため 

   ２ 被相続人亡            の相続を放棄するため 

   ３ 身分関係存否確定の調停・訴訟の申立てをするため 

   ４ 被後見人等の所有する物件に ［※ 抵当権 ・ 根抵当権］ を設定するため 

   ５ その他（                               ） 

【その詳細】 

被相続人甲野梅子（令和〇年〇月〇日死亡）の遺産を 別添遺産分割協議書（案） 

のとおり分割するため。 
 
 
 
 

  特別代理人等候補者 

 

 住  所 

 

 

〒○○○－○○○○ 

 

○○県○△市○×町○○番○○号 

 

電話 

 

○○○（○○○）○

○○○ 

携帯 

 

○○○－○○○○－

○○○○ 

 フリガナ 

 氏  名 

 

 
オ ツ モ ト   ヒ デ オ 

 

乙  本   秀 夫 

 昭和・平成・令和 

  ○○年○○月○○日生 

 

 職  業 

 

 

 ○○○ 

 被後見人との関係 

 

 

本人の甥 

（注） 太わくの中だけ記入してください。該当する部分の□にレ点（チェック）を付してください。 

    ※の部分は当てはまる番号を○で囲んでください。 
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                              受付印 
 

  

成年被後見人に宛てた郵便物等の回送嘱託申立書 

                                                      
  

(この欄に申立手数料として１件について８００円分の収入印紙を貼ってください。) 

 

 

 

 

 

 

 

 
（貼った印紙に押印しないでください。）

 

 

収入印紙        円  

予納郵便切手      円 

 
 

  後 見 開 始 の 事 件 番 号 
 

平成・令和     年（家）第                          号 

 
 

 家 庭 裁 判 所 
       
           支部 ・ 出張所     御 中 
 
 令和    年    月    日 

申 立 人 

 

の 記 名 押 印 

 
 
 
                                                 印 

 
 
添付書類     

（審理のために必要な場合は、追加書類の提出をお願いすることがあります。） 
□住民票（開始以降に住所の変更があった場合のみ）   □必要性に関する報告書 
□財産管理後見人の同意書   □成年後見監督人の同意書    □ 

 
 

 

   

  申 

  
 
 
 立 

  
 
 
 人 
  
  

 

 
住  所 
(事務所) 

 
〒         －                                    電話          （         ） 
 
 
                                                   
                                                                           

郵便物等

の回送を

受ける場

所 

（□上記の住所（事務所）と同じ） 

〒         －    

フリガナ     
 

氏  名 
 

                                   
                                                                   
                                   
                                                   

 
 
 

成 
 
年 

 
被 

 
後 

 
見 

 
人 

 

 
本  籍
(国 籍） 

 
                都 道 
 
                府 県 

 
住  所 

 
〒         －                                     
 
                                                   
                                                                           

 

居  所 

 
〒         －                                
 
                                                   
                                                                            

フリガナ     
 

氏  名 
 

 
                                                                    
                               
                                                   

（注） 太枠の中だけ記入してください。  

（ 1/3 ） 
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新潟県
テキストボックス

参考資料９




申  立  て  の  趣  旨 

（該当する□にチェックしたもの） 

 

 □（郵便物の回送嘱託）日本郵便株式会社に対し、成年被後見人の（□住所、□居所）に宛て

て差し出された成年被後見人宛ての郵便物を申立人（成年後見人）に配達すべき旨を嘱託す

るとの審判を求める。 
 
 □（信書便物の回送嘱託）           に対し、成年被後見人の（□住所、□居所）

に宛てて差し出された成年被後見人宛ての民間事業者による信書の送達に関する法律第２条

第３項に規定する信書便物を申立人（成年後見人）に配達すべき旨を嘱託するとの審判を求

める。 

申  立  て  の  理  由 

回送嘱託の必要性は、以下の□にチェックしたとおりである。 

 

 □１ 成年後見人に選任されてから１年以内における初回申立て 

□  成年被後見人は自宅に独居しているが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することができる親族から、成年後見人へ

の郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  成年被後見人は施設に入所中であるが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することができる施設から、成年後見人へ

の郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  成年被後見人は親族と同居しているが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することのできる同居の親族から、成年後

見人への郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  その他（具体的事情は、後記４に具体的に述べるとおりである。） 

 

□２ 成年後見人に選任されてから１年以上経過した後における初回申立て 

    これまでの財産・収支の管理及びその把握について生じていた支障に関する具体的事情 

は、後記４に具体的に述べるとおりである。 

 

□３ 再度の申立て 

    前回の回送期間内に財産・収支の状況を把握できなかった具体的事情は、後記４に具体 

的に述べるとおりである。 

 

□４ 具体的事情 

  

 

 

 

 

  
回送嘱託を行う集配郵便局等  別添のとおり 
 

 （注） 太わくの中だけ記入してください。 
＜申立ての理由の記載に関する注意事項＞ 

○ 成年後見人に選任されてから１年以内における初回申立ての場合は１の欄に、成年後見人に選任されてから

１年以上経過した後の初回申立ての場合は２の欄に、再度の申立ての場合は３の欄にそれぞれチェックした上

で、いずれも４の欄に具体的事情を記載してください（ただし、後見開始申立書等に具体的事情の記載がある

場合は、その書面及び記載箇所を指摘して引用しても差し支えありません。）。 
○ 回送の嘱託は、回送元を管轄する集配郵便局等に書面を送付して行いますので、集配便局等の所在地及び

名称を別添の書面（集配郵便局等１か所につき１用紙）に記載してください。 
（ 2 / 3 ） 
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        〒             
        

所在地                       
          
  
       名 称                       
 

 

 

 

※ 回送嘱託を行う集配郵便局等の所在地及び名称を上記の枠内に記入してください。 
（１か所につき１用紙） 
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（成年後見人に選任されてから１年以内における初回申立ての場合の記載例） 
 
                              受付印 
 

  

成年被後見人に宛てた郵便物等の回送嘱託申立書 

                                                      
  

(この欄に申立手数料として１件について８００円分の収入印紙を貼ってください。) 

 

 

 

 

 

 

 

 
（貼った印紙に押印しないでください。）

 

 

収入印紙        円  

予納郵便切手        円 

 

 

  後 見 開 始 の 事 件 番 号 
 

平成・令和  ○○  年（家）第      ○○○○○       号 

 

 
○○ 家 庭 裁 判 所 

       
           支部 ・ 出張所     御 中 
 
 令和 ○○ 年 ○○  月 ○○ 日 

申 立 人 

 

の 記 名 押 印 

 

 

      甲  野  一  郎           印 

 

 
添付書類     

（審理のために必要な場合は、追加書類の提出をお願いすることがあります。） 
□住民票（開始以降に住所の変更があった場合のみ）   ■必要性に関する報告書 
□財産管理後見人の同意書   ■成年後見監督人の同意書    □ 

 

 

 

   

  申 

  
 
 
 立 

  
 
 
 人 
  
  

 

 
住  所 
(事務所) 

 
〒 ○○○ －○○○○                             電話  ○○○ （○○○）○○○○ 
 
                                                   

   ○○県○○市○○町○丁目○番○号                           

郵便物等

の回送を

受ける場

所 

（■上記の住所（事務所）と同じ） 

〒         －    

フリガナ     
 

氏  名 
 

                                   
   コウ   ノ      イチ   ロウ 

                                   

   甲  野  一  郎   

 
 
 

成 
 
年 

 
被 

 
後 

 
見 

 
人 

 

 
本  籍
(国 籍） 

 
                都 道 

   ○○       ○○市○○町○○○番地○  
                府 ○県  

 
住  所 

 
〒 ○○○ －○○○○  
 
                                                   

   ○○県○○市○○町○○○番地                               

 

居  所 

 
〒 ○○○ －○○○○  
 

   ○○県○○市○○町○丁目○番○号  ○○病院                          

                         
                                                                             

フリガナ     
 

氏  名 
 

 
    オツ   ノ       タ    ロウ  
                               

   乙  野  太  郎  

（注） 太枠の中だけ記入してください。  

（ 1/3 ） 

 

印 

- 138 -



（成年後見人に選任されてから１年以内における初回申立ての場合の記載例） 

 

申  立  て  の  趣  旨 

（該当する□にチェックしたもの） 

 

 ■（郵便物の回送嘱託）日本郵便株式会社に対し、成年被後見人の（■住所、□居所）に宛て

て差し出された成年被後見人宛ての郵便物を申立人（成年後見人）に配達すべき旨を嘱託す

るとの審判を求める。 
 
 □（信書便物の回送嘱託）           に対し、成年被後見人の（□住所、□居所）

に宛てて差し出された成年被後見人宛ての民間事業者による信書の送達に関する法律第２条

第３項に規定する信書便物を申立人（成年後見人）に配達すべき旨を嘱託するとの審判を求

める。 

申  立  て  の  理  由 

回送嘱託の必要性は、以下の□にチェックしたとおりである。 

 

 ■１ 成年後見人に選任されてから１年以内における初回申立て 

■  成年被後見人は自宅に独居しているが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することができる親族から、成年後見人へ

の郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  成年被後見人は施設に入所中であるが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することができる施設から、成年後見人へ

の郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  成年被後見人は親族と同居しているが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することのできる同居の親族から、成年後

見人への郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  その他（具体的事情は、後記４に具体的に述べるとおりである。） 

 

□２ 成年後見人に選任されてから１年以上経過した後における初回申立て 

    これまでの財産・収支の管理及びその把握について生じていた支障に関する具体的事情 

は、後記４に具体的に述べるとおりである。 

 

□３ 再度の申立て 

    前回の回送期間内に財産・収支の状況を把握できなかった具体的事情は、後記４に具体 

的に述べるとおりである。 

 

■４ 具体的事情 

    成年被後見人は、現在、自宅に一人で居住しています。しかし、申立人が後見開始の審判確

定後、成年被後見人の自宅を訪問したところ、郵便物が部屋中に散乱し、成年被後見人は郵便

物の所在についても把握できていない模様でした。また、成年被後見人の親族○○○○に対し

ても連絡を取りましたが、遠方であり、郵便物の管理についてその親族の協力を得ることがで

きませんでした。 

  
回送嘱託を行う集配郵便局等  別添のとおり 
 

（ 2 / 3 ） 
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（成年後見人に選任されてから１年以内における初回申立ての場合の記載例） 

 

        〒 ○○○－○○○○    

        

所在地  〇〇県〇〇市○○町○丁目○番○号     

          

  

       名 称  ○○郵便局                

 

 

 

 

※ 回送嘱託を行う集配郵便局等の所在地及び名称を上記の枠内に記入してください。 

（１か所につき１用紙） 
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（成年後見人に選任されてから１年以上経過した後における初回申立ての場合の記載例） 
 
                              受付印 
 

  

成年被後見人に宛てた郵便物等の回送嘱託申立書 

                                                      
  

(この欄に申立手数料として１件について８００円分の収入印紙を貼ってください。) 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

（貼った印紙に押印しないでください。）

 

 

収入印紙        円  

予納郵便切手        円 

 

 

  後 見 開 始 の 事 件 番 号 
 

平成・令和  ○○  年（家）第      ○○○○○       号 

 

 
○○ 家 庭 裁 判 所 

       
           支部 ・ 出張所     御 中 
 
 令和 ○○ 年 ○○  月 ○○ 日 

申 立 人 

 

の 記 名 押 印 

 
 
 

      甲  野  一  郎           印 

 

 
添付書類     

（審理のために必要な場合は、追加書類の提出をお願いすることがあります。） 
□住民票（開始以降に住所の変更があった場合のみ）   ■必要性に関する報告書 
□財産管理後見人の同意書   ■成年後見監督人の同意書    □ 

 

 

 

   

  申 

  
 
 
 立 

  
 
 
 人 
  
  

 

 
住  所 
(事務所) 

 
〒 ○○○ －○○○○                             電話  ○○○ （○○○）○○○○ 
 
 
                                                   

   ○○県○○市○○町○丁目○番○号                            

郵便物等

の回送を

受ける場

所 

（■上記の住所（事務所）と同じ） 

〒         －    

フリガナ     
 

氏  名 
 

                                   
   コウ   ノ      イチ   ロウ 
                                   

   甲  野  一  郎   

 
 
 

成 
 
年 

 
被 

 
後 

 
見 

 
人 

 

 
本  籍
(国 籍） 

 
                都 道 

   ○○       ○○市○○町○○○番地○  
                府 ○県  

 
住  所 

 
〒 ○○○ －○○○○  
 
                                                   

   ○○県○○市○○町○○○番地                               

 

居  所 

 
〒 ○○○ －○○○○  
 

   ○○県○○市○○町○丁目○番○号  ○○病院                          

                         
                                                                             

フリガナ     
 

氏  名 
 

 
    オツ   ノ       タ    ロウ  
                               

   乙  野  太  郎  

（注） 太枠の中だけ記入してください。  

（ 1/3 ） 

 

印 
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（成年後見人に選任されてから１年以上経過した後における初回申立ての場合の記載例） 

 

申  立  て  の  趣  旨 

（該当する□にチェックしたもの） 

 

 ■（郵便物の回送嘱託）日本郵便株式会社に対し、成年被後見人の（■住所、□居所）に宛て

て差し出された成年被後見人宛ての郵便物を申立人（成年後見人）に配達すべき旨を嘱託す

るとの審判を求める。 
 
 □（信書便物の回送嘱託）           に対し、成年被後見人の（□住所、□居所）

に宛てて差し出された成年被後見人宛ての民間事業者による信書の送達に関する法律第２条

第３項に規定する信書便物を申立人（成年後見人）に配達すべき旨を嘱託するとの審判を求

める。 

申  立  て  の  理  由 

回送嘱託の必要性は、以下の□にチェックしたとおりである。 

 

 □１ 成年後見人に選任されてから１年以内における初回申立て 

□  成年被後見人は自宅に独居しているが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することができる親族から、成年後見人へ

の郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  成年被後見人は施設に入所中であるが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することができる施設から、成年後見人へ

の郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  成年被後見人は親族と同居しているが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することのできる同居の親族から、成年後

見人への郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  その他（具体的事情は、後記４に具体的に述べるとおりである。） 

 

■２ 成年後見人に選任されてから１年以上経過した後における初回申立て 

    これまでの財産・収支の管理及びその把握について生じていた支障に関する具体的事情 

は、後記４に具体的に述べるとおりである。 

 

□３ 再度の申立て 

    前回の回送期間内に財産・収支の状況を把握できなかった具体的事情は、後記４に具体 

的に述べるとおりである。 

 

■４ 具体的事情 

      成年被後見人は自分で郵便物を管理することはできず、申立人は、成年被後見人と同居し

ていた親族○○○○の協力を得て、定期的に成年被後見人宛ての郵便物の引渡しを受け、同

人の財産や収支の状況について確認を行ってきました。 

       ところが、申立人が選任されて１年以上が経過した令和○○年○○月ころ、成年被後見人

と同居していた親族○○○○が体調を崩して入院したことに伴い、別の親族△△△△が成年

被後見人を引き取り、身の回りの世話をするようになった以降、親族△△△△は、成年後見

制度の利用に反対し、申立人が成年被後見人と面会することを強く拒絶している上、現住居

に配達される成年被後見人宛ての郵便物の引渡しにも協力してくれません。 

               また、親族△△△△は、最近、○○市役所で成年被後見人の印鑑登録をしようとしたり、

成年被後見人名義の新しい預金口座を開設しようとしたりしていたようであり、このままで

は、申立人の知らないうちに、成年被後見人の財産が損なわれかねません。    
  

回送嘱託を行う集配郵便局等  別添のとおり 
 

（ 2 / 3 ） 
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（成年後見人に選任されてから１年以上経過した後における初回申立ての場合の記載例） 

 

 

        〒 ○○○－○○○○    

        

所在地  〇〇県〇〇市○○町○丁目○番○号     

          

  

       名 称  ○○郵便局                

 

 

 

 

※ 回送嘱託を行う集配郵便局等の所在地及び名称を上記の枠内に記入してください。 

（１か所につき１用紙） 
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（再度の申立ての場合の記載例） 
 
                              受付印 
 

  

成年被後見人に宛てた郵便物等の回送嘱託申立書 

                                                      
  

(この欄に申立手数料として１件について８００円分の収入印紙を貼ってください。) 

 

 

 

 

 

 

 

 
（貼った印紙に押印しないでください。）

 

 

収入印紙        円  

予納郵便切手        円 

 

 

  後 見 開 始 の 事 件 番 号 
 

平成・令和  ○○  年（家）第      ○○○○○       号 

 

 
○○ 家 庭 裁 判 所 

       
           支部 ・ 出張所     御 中 
 
 令和 ○○ 年 ○○  月 ○○ 日 

申 立 人 

 
の 記 名 押 印 

 
 
 

      甲  野  一  郎           印 

 

 
添付書類     

（審理のために必要な場合は、追加書類の提出をお願いすることがあります。） 
□住民票（開始以降に住所の変更があった場合のみ）   ■必要性に関する報告書 
□財産管理後見人の同意書   ■成年後見監督人の同意書    □ 

 

 

 

   

  申 

  
 
 
 立 

  
 
 
 人 
  
  

 

 
住  所 
(事務所) 

 
〒 ○○○ －○○○○                             電話  ○○○ （○○○）○○○○ 
 
 
                                                   

   ○○県○○市○○町○丁目○番○号                           

郵便物等

の回送を

受ける場

所 

（■上記の住所（事務所）と同じ） 

〒         －    

フリガナ     
 

氏  名 
 

                                   
   コウ   ノ      イチ   ロウ 
                                   

   甲  野  一  郎   

 
 
 

成 
 
年 

 
被 

 
後 

 
見 

 
人 

 

 
本  籍
(国 籍） 

 
                都 道 

   ○○       ○○市○○町○○○番地○  
                府 ○県  

 
住  所 

 
〒 ○○○ －○○○○  
 
                                                   

   ○○県○○市○○町○○○番地                               

 

居  所 

 
〒 ○○○ －○○○○  
 

   ○○県○○市○○町○丁目○番○号  ○○病院                          

                         
                                                                            

フリガナ     
 

氏  名 
 

 
    オツ   ノ       タ    ロウ  
                               

   乙  野  太  郎  

（注） 太枠の中だけ記入してください。  

（ 1/3 ） 

 

印 
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（再度の申立ての場合の記載例） 

 

申  立  て  の  趣  旨 

（該当する□にチェックしたもの） 

 

 ■（郵便物の回送嘱託）日本郵便株式会社に対し、成年被後見人の（■住所、□居所）に宛て

て差し出された成年被後見人宛ての郵便物を申立人（成年後見人）に配達すべき旨を嘱託す

るとの審判を求める。 
 
 □（信書便物の回送嘱託）           に対し、成年被後見人の（□住所、□居所）

に宛てて差し出された成年被後見人宛ての民間事業者による信書の送達に関する法律第２条

第３項に規定する信書便物を申立人（成年後見人）に配達すべき旨を嘱託するとの審判を求

める。 

申  立  て  の  理  由 

回送嘱託の必要性は、以下の□にチェックしたとおりである。 

 

 □１ 成年後見人に選任されてから１年以内における初回申立て 

□  成年被後見人は自宅に独居しているが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することができる親族から、成年後見人へ

の郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  成年被後見人は施設に入所中であるが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することができる施設から、成年後見人へ

の郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  成年被後見人は親族と同居しているが、自ら郵便物等を管理することができず、かつ、 

後記４に具体的に述べるとおり、これを管理することのできる同居の親族から、成年後

見人への郵便物等の引渡しについての協力を得られない。 

□  その他（具体的事情は、後記４に具体的に述べるとおりである。） 

 

□２ 成年後見人に選任されてから１年以上経過した後における初回申立て 

    これまでの財産・収支の管理及びその把握について生じていた支障に関する具体的事情 

は、後記４に具体的に述べるとおりである。 

 

■３ 再度の申立て 

    前回の回送期間内に財産・収支の状況を把握できなかった具体的事情は、後記４に具体 

的に述べるとおりである。 

 

■４ 具体的事情 

      成年被後見人は、自宅で一人暮らしをしており、自分で郵便物を管理することはできない

ことから、令和○○年○○月○○日、成年被後見人宛ての郵便物を成年後見人の自宅に回送

する旨の審判を得て、令和○○年○○月○○日までの約６か月間、成年被後見人宛ての郵便

物が申立人の住所に転送されていました。 

     この間、申立人は、転送されてきた成年被後見人宛ての郵便物を確認し、同人にどのよう

な債権・債務が存在するかを精査してきましたが、成年被後見人名義の預貯金通帳の入出金

の記載の状況に照らして、債権・債務の状況が判然としないものが未だ複数あり（調査結果

は別添のとおり）、その全容の解明には至っていません。 

         郵便物の回送の嘱託期間は６か月が上限であることは承知していますが、このまま回送が

終了するとなると、上記の債権・債務の解明が困難となり、財産管理の不備が原因で成年被

後見人が損害を受ける可能性もあります。 
  

回送嘱託を行う集配郵便局等  別添のとおり 
 

（ 2 / 3 ） 
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（再度の申立ての場合の記載例） 

 

 

        〒 ○○○－○○○○    

        

所在地  〇〇県○○市○○町○丁目○番○号     

          

  

       名 称  ○○郵便局                

 

 

 

 

※ 回送嘱託を行う集配郵便局等の所在地及び名称を上記の枠内に記入してください。 

（１か所につき１用紙） 
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                              受付印 
 

  
                              □取消し 
成年被後見人に宛てた郵便物等の回送嘱託の       申立書 
                              □変 更 
 

                                                      
  

(この欄に申立手数料として１件について８００円分の収入印紙を貼ってください。) 

 

 

 

 

 

（貼った印紙に押印しないでください。） 

 

収入印紙        円 
 

予納郵便切手      円 

 
 

  後 見 開 始 の 事 件 番 号 
 

平成・令和     年（家）第                          号 

 
 

 家 庭 裁 判 所 
       
           支部 ・ 出張所     御 中 
 
 令和    年    月    日 

申 立 人 

 

の 記 名 押 印 

 
 
 
                                                 印 

 
 
添付書類     

（審理のために必要な場合は、追加書類の提出をお願いすることがあります。） 
□住民票（開始以降に住所の変更があった場合のみ）   □必要性に関する報告書 
□財産管理後見人の同意書   □成年後見監督人の同意書    □ 

 
 

 

 

  申 

 

 立 

 

 人 
 
 

 

住  所 
(事務所) 
 

 
〒         －                                    電話          （         ） 
 
                                                   
                                                                           
 

フリガナ     
 
氏  名 
 

 

本 人 と 
の 関 係 

 □ 郵便物等の回送を受けている成年後見人  □ 左記以外の成年後見人  

 □ 本人    □ 成年後見監督人     □  

 

 

 

成 

年 

被 

後 

見 

人 
 

 
本  籍
(国 籍） 

 
                都 道 
 
                府 県 

 
住  所 

 

 
〒         －                                    

 
居  所 

 

 
〒         － 

フリガナ     
 

氏  名 
 

 
 

郵
便
物
等
の
回
送
を
受

け
て
い
る
成
年
後
見
人 

 

住  所 
(事務所) 
 

（郵便物等の回送を受けている成年後見人が申立人の場合は、以下の欄は記載不要） 
 
〒         －                                   
 
 
 

フリガナ     
 
氏  名 
 

 
 
 
 

 

（注） 太枠の中だけ記入してください。  

（ 1/2 ） 
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申  立  て  の  趣  旨 

（該当する□にチェックしたもの） 

 

□（回送嘱託審判の取消し）平成・令和   年   月   日付けでなされた、成年被後

見人に宛てて差し出された郵便物等を成年後見人に配達すべき旨を嘱託する審判を取り消す

ことを求める。 

 

□（回送嘱託審判の変更）平成・令和   年   月   日付けでなされた、成年被後見

人に宛てて差し出された郵便物等を成年後見人に配達すべき旨を嘱託する審判について、以

下のとおり変更することを求める。 

   □ 回送期間の終期を平成・令和   年   月   日に短縮する 

   □ 回送を受ける成年後見人を          から           に変更 

（交代）する 

   □ 成年被後見人の（□住所、□居所）の変更により、嘱託の対象を成年被後見人の新し 

い（□住所、□居所）に変更する 

   □ 成年被後見人の（□住所、□居所）を嘱託の対象として追加する 

□ 複数ある嘱託の対象から、成年被後見人の（□住所、□居所）について回送の嘱託を 

取り止める 

□ 成年後見人の住所（事務所）変更により、郵便物等の回送先を新しい住所（事務所） 

に変更する 

□ 

申  立  て  の  理  由 

 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

（注） 太わくの中だけ記入してください。 
＜回送嘱託の変更申立てに関する注意事項＞ 

○ 回送期間の終期の延長はできません。 

○ 申立人以外の他の成年後見人に回送先を変更する場合（成年後見人の交代）は、申立ての理由中に変更（交 

代）する成年後見人の住所及び氏名を記載し、その成年後見人の同意書を添付してください。 

○ 嘱託の対象を変更（追加、縮小）する場合は、申立ての理由中に変更の内容を記載してください。 

○ 成年被後見人又は成年後見人の住所変更に伴う変更申立ての場合は、住民票等を添付してください。 
（ 2/2 ） 
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（回送嘱託の取消申立てをする場合の記載例） 
 
                              受付印 
 

  
                              ■取消し 
成年被後見人に宛てた郵便物等の回送嘱託の       申立書 
                              □変 更 
 

                                                      
  

(この欄に申立手数料として１件について８００円分の収入印紙を貼ってください。) 

 

 

 

 

 

（貼った印紙に押印しないでください。） 

 

収入印紙        円 
 

予納郵便切手      円 

 
 

  後 見 開 始 の 事 件 番 号 
 

平成・令和  ○○  年（家）第      ○○○○○       号 

 
 

○○ 家 庭 裁 判 所 
       
           支部 ・ 出張所     御 中 
 
 令和 ○○  年 ○○ 月 ○○ 日 

申 立 人 

 

の 記 名 押 印 

 
 
 

    後  見  一  郎             印 

 
 
添付書類     

（審理のために必要な場合は、追加書類の提出をお願いすることがあります。） 
■住民票（開始以降に住所の変更があった場合のみ）   □必要性に関する報告書 
□財産管理後見人の同意書   □成年後見監督人の同意書    □ 

 
 

 

 

  申 

 

 立 

 

 人 
 
 

 

住  所 
(事務所) 
 

 
〒○○○－○○○○                              電話 ○○○（○○○）○○○○ 
 

  ○○県○○市○○町○丁目○番○号                                             
                                                                          
 

フリガナ     
 
氏  名 
 

  
  コウ  ケン   イチ  ロウ 
 

後  見  一  郎   

本 人 と 
の 関 係 

 ■ 郵便物等の回送を受けている成年後見人  □ 左記以外の成年後見人  

 □ 本人    □ 成年後見監督人     □  

 

 

 

成 

年 

被 

後 

見 

人 
 

 
本  籍
(国 籍） 

 
                都 道 

  ○○          ○○市○○町○○○番地○ 
                府 ○県  

 
住  所 

 

 
〒○○○－○○○○ 
  

○○県○○市○○町○○○番地   

 
居  所 

 

 
〒○○○－○○○○ 
 

   ○○県○○市○○町○丁目○番○号  ○○病院 

フリガナ     
 

氏  名 
 

 
 コウ  ケン   タ   ロウ 
 

  後  見  太  郎 

郵
便
物
等
の
回
送
を
受

け
て
い
る
成
年
後
見
人 

 

住  所 
(事務所) 
 

（郵便物等の回送を受けている成年後見人が申立人の場合は、以下の欄は記載不要） 
 
〒         －                                   
 
 
 

フリガナ     
 
氏  名 
 

 
 
 
 

 

（注） 太枠の中だけ記入してください。  

 ( 1/2 ) 
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（回送嘱託の取消申立てをする場合の記載例） 

申  立  て  の  趣  旨 

（該当する□にチェックしたもの） 

 

■（回送嘱託審判の取消し）平成・令和 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日付けでなされた、成年被後

見人に宛てて差し出された郵便物等を成年後見人に配達すべき旨を嘱託する審判を取り消す

ことを求める。 

 

□（回送嘱託審判の変更）平成・令和   年   月   日付けでなされた、成年被後見

人に宛てて差し出された郵便物等を成年後見人に配達すべき旨を嘱託する審判について、以

下のとおり変更することを求める。 

   □ 回送期間の終期を平成・令和   年   月   日に短縮する 

   □ 回送を受ける成年後見人を          から           に変更 

（交代）する 

   □ 成年被後見人の（□住所、□居所）の変更により、嘱託の対象を成年被後見人の新し 

い（□住所、□居所）に変更する 

   □ 成年被後見人の（□住所、□居所）を嘱託の対象として追加する 

□ 複数ある嘱託の対象から、成年被後見人の（□住所、□居所）について回送の嘱託を 

取り止める 

□ 成年後見人の住所（事務所）変更により、郵便物等の回送先を新しい住所（事務所） 

に変更する 

□ 

申  立  て  の  理  由 

１  成年被後見人は、令和○○年○○月○○日、○○家庭裁判所において、後見が開 

 始され、成年後見人として、成年被後見人の長男である申立人が選任されました。 

２  申立人は成年後見人に選任されたとき、成年被後見人とは別居しており、成年被 

 後見人の財産調査のため、成年被後見人に宛てた郵便物を申立人に配達すべき旨を 

 嘱託する審判を申し立て、この申立ては令和○○年○月○日認容されました。 

３  成年被後見人は独居生活が困難になったため、令和○年○月○日、申立人の自  

宅に転居しました。 

４  申立人は成年被後見人と同居しておりますので、成年被後見人に宛てた郵便物を 

申立人の自宅に転送してもらう必要はなくなりました。 

５  よって、申立ての趣旨のとおりの申立てをします。 

（注） 太わくの中だけ記入してください。 
＜回送嘱託の変更申立てに関する注意事項＞ 

○ 回送期間の終期の延長はできません。 

○ 申立人以外の他の成年後見人に回送先を変更する場合（成年後見人の交代）は、申立ての理由中に変更（交 

代）する成年後見人の住所及び氏名を記載し、その成年後見人の同意書を添付してください。 

○ 嘱託の対象を変更（追加、縮小）する場合は、申立ての理由中に変更の内容を記載してください。 

○ 成年被後見人又は成年後見人の住所変更に伴う変更申立ての場合は、住民票等を添付してください。 
（ 2/2 ） 
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（注）太わくの中だけ記入してください。□がある事項は該当するものにチェックを入れてください。

□

住所

（ 年 月

以下の欄には記載しないでください
裁判所使用欄

□就職の日 □令和　　年　　月　　日
1 申立人に対し   までの

□令和　　年　　月　　日 □終了の日

万 円を与える。

２　手続費用は、申立人の負担とする。

　令和 　　年 　　月　 　日　

□

(R7年7月版)

□成年後見人　□保佐人　□補助人　□未成年後見人

□監督人（□成年後見　□保佐　□補助　□任意後見

□未成年後見）に対する報酬付与申立書

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。）

　
（貼った印紙に押印しないでください。）

受付印

収入印紙　８００円

予納郵便切手　　　円

　　　   裁判官　　　　　　　

（折り線）

申立ての趣旨

申立ての理由

被
後
見
人
等

  から

申立人に対し、相当額の報酬を与えるとの審判を求める。

氏名（フリガナ）

申
立
人

□後見等事務報告書　□財産目録　□預貯金通帳のコピー等（通帳コピーは前回提出分から繋がりのあるもの）

添付書類等

住所又は事務所
　　（〒　　　　－　　　　　　）

□報酬付与申立事情説明書（とその別紙）

□収支予定表（又は収支状況報告書）　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※後見登記事項又は戸籍記載事項に変更がある場合　　□住民票写し 又は □登記事項証明書　　□戸籍謄本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。

　
電話番号　　　　　（　　　　　）
                                （裁判所名で連絡しても　よい・差し支える）

※申立人欄は窓空き封
筒の宛名としても使用しま
すので、パソコン等で書
式を設定する場合には、
申立人の住所・氏名欄の
位置及び大きさを変更し
ないようにお願いします。

※申立人欄記載の住所と
異なる場所への送付を希
望される場合には、送付
先を明示した書面又は返
送用封筒のご提出をお願
いします。

氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　□申立人と同じ

御中

　   　　　　　　　　　  　　　印

基本事件番号　平成・令和　　年（家）第 　　　  号

　令和　　年　　月　　日
申立人の署名押印
又は記名押印

支部　・　出張所

家庭裁判所

□即日
□令和　　年　　月　　日
申立人に対し、審判書謄本を
□普通郵便　□交付
による方法で告知した。
　裁判所書記官

家庭裁判所 支部・出張所

日生）

別添報酬付与申立事情説明書記載のとおり

　報酬として、被後見人等の財産の中から 　　　　

（1/1）
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（注）太わくの中だけ記入してください。□がある事項は該当するものにチェックを入れてください。

○　○

☑

住所

（ 昭和 ○ 年 ○ 月 ○

以下の欄には記載しないでください
裁判所使用欄

□就職の日 □令和　　年　　月　　日
1 申立人に対し   までの

□令和　　年　　月　　日 □終了の日

万 円を与える。

２　手続費用は、申立人の負担とする。

　令和 　　年 　　月　 　日　

○　○ ☑

(R7年7月版)

☑成年後見人　□保佐人　□補助人　□未成年後見人

□監督人（□成年後見　□保佐　□補助　□任意後見

□未成年後見）に対する報酬付与申立書

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。）

　
（貼った印紙に押印しないでください。）

受付印

収入印紙　８００円

予納郵便切手　　　円

　　　   裁判官　　　　　　　

（折り線）

申立ての趣旨

申立ての理由

被
後
見
人
等

　　○○県○○市○町○番○号

  から

　 報酬として、被後見人等の財産の中から 　　　　

申立人に対し、相当額の報酬を与えるとの審判を求める。

申
立
人

☑後見等事務報告書　☑財産目録　☑預貯金通帳のコピー等（通帳コピーは前回提出分から繋がりのあるもの）

添付書類等

住所又は事務所
　　（〒○○○－○○○○）

☑報酬付与申立事情説明書（とその別紙）

　○○県○○市○町○番○号○○ハイツ桜山２３号室

☑収支予定表（又は収支状況報告書）　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※後見登記事項又は戸籍記載事項に変更がある場合　　□住民票写し 又は □登記事項証明書　　□戸籍謄本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。

　
電話番号　○○○（×××）△△△△
                                （裁判所名で連絡しても　よい・差し支える）

※申立人欄は窓空き封
筒の宛名としても使用しま
すので、パソコン等で書
式を設定する場合には、
申立人の住所・氏名欄の
位置及び大きさを変更し
ないようにお願いします。

※申立人欄記載の住所と
異なる場所への送付を希
望される場合には、送付
先を明示した書面又は返
送用封筒のご提出をお願
いします。

氏名
　　　　　　　甲　　野　　夏　　男

△　△
御中

　　　 甲　野　夏　男　　  　㊞

基本事件番号　平成・令和○年（家）第○○○○ 号

　令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日
申立人の署名押印
又は記名押印

支部　・　出張所

家庭裁判所

氏名（フリガナ）　　コ　ウ　ノ　タ　ロ　ウ
　　　　　　　　　甲　　野　　太　　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　□申立人と同じ

□即日
□令和　　年　　月　　日
申立人に対し、審判書謄本を
□普通郵便　□交付
による方法で告知した。
　裁判所書記官

家庭裁判所 △　△ 支部・出張所

日生）

別添報酬付与申立事情説明書記載のとおり

（1/1）
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開始事件 事件番号 平成・令和   年（家）第        号 本人の氏名            
申立人（後見人等）氏名            

報酬付与申立事情説明書（成年後見人・保佐人・補助人用） 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 
※ 報酬付与は、この説明書の内容のほか、後見等事務報告書等も踏まえて判断されます。 
 

１ 報酬付与を求める期間 

 いつから                 いつまで 
  □ 就職の日                □ 令和  年  月  日 
  □ 令和  年  月  日         □ 終了の日 
 

２ 消費税課税事業者 

  □ 申立人は、消費税課税事業者である。    
 

３ 報酬助成の有無 

  □ 報酬助成を受けない（又は受けられない）見込みである。 

  □ 報酬助成を受ける（又は受けられる）見込みである。 

   （助成見込額 □ 月額         円 □ 金額不明） 

  □ 報酬助成を受けたいが、現時点では受けられるか分からない。 
 

４ 報酬の算定において考慮してもらいたい事情 

  □ ない   

□ ある → 以下の事務のうち、該当するものの□に✔又は■を入れて、事務ごとに報酬付与申立 

事情説明書別紙を記載して提出してください（①～⑳に関するもの以外について考慮

してもらいたい事情がある場合は、㉑その他を選択してください。）。 

生活面の事務について 
□①転居                             
□②入院・転院・退院  
□③施設の入所・変更・退所                  
□④医療関係の契約 
□⑤介護保険サービスの申請・契約・内容変更 
□⑥障害福祉サービスの申請・契約・内容変更 
□⑦医療費・介護保険サービス利用料の減免措置等（自立支援医療費・限度額認定等）の申請・更新 
□⑧年金、障害年金の受給申請・遡及申請・更新 
□⑨生活保護の受給申請・申請のための相談等 

 
財産管理面の事務について 
□⑩不動産の売却・処分                             
□⑪不動産の修繕・管理  
□⑫保険金の請求手続 
□⑬立替金などの債権回収手続 
□⑭訴訟 
□⑮調停・審判 
□⑯相続に関する手続（単独相続・相続放棄等） 
□⑰遺産分割協議  
□⑱示談（交通事故等） 
□⑲債務整理 
□⑳破産手続・個人再生 

 
その他の事務について 
□㉑その他（①から⑳に該当しない日常的な事務以外の事務。同意権・取消権の行使も含む。） 
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開始事件 事件番号 平成・令和 ７ 年（家）第  １２３４５ 号 本人の氏名  後見 太郎         
申立人（後見人等）氏名  甲野 花子          

報酬付与申立事情説明書（成年後見人・保佐人・補助人用） 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 
※ 報酬付与は、この説明書の内容のほか、後見等事務報告書等も踏まえて判断されます。 
 

１ 報酬付与を求める期間 

 いつから                 いつまで 
  ☑ 就職の日                ☑ 令和 ● 年 ● 月 ● 日 
  □ 令和  年  月  日         □ 終了の日 
 

２ 消費税課税事業者 

  □ 申立人は、消費税課税事業者である。    
 

３ 報酬助成の有無 

  ☑ 報酬助成を受けない（又は受けられない）見込みである。 

  □ 報酬助成を受ける（又は受けられる）見込みである。 

   （助成見込額  □ 月額         円 □ 金額不明） 

  □ 報酬助成を受けたいが、現時点では受けられるか分からない。 
 

４ 報酬の算定において考慮してもらいたい事情 

  □ ない   

☑ ある → 以下の事務のうち、該当するものの□に✔又は■を入れて、事務ごとに報酬付与申立 

事情説明書別紙を記載して提出してください（①～⑳に関するもの以外について考慮 

してもらいたい事情がある場合は、㉑その他を選択してください。）。                                                                
生活面の事務について 
□①転居                             
□②入院・転院・退院  
☑③施設の入所・変更・退所                  
□④医療関係の契約 
□⑤介護保険サービスの申請・契約・内容変更 
□⑥障害福祉サービスの申請・契約・内容変更 
□⑦医療費・介護保険サービス利用料の減免措置等（自立支援医療費・限度額認定等）の申請・更新 
□⑧年金、障害年金の受給申請・遡及申請・更新 
□⑨生活保護の受給申請・申請のための相談等 

 
財産管理面の事務について 
□⑩不動産の売却・処分                             
□⑪不動産の修繕・管理  
□⑫保険金の請求手続 
□⑬立替金などの債権回収手続 
□⑭訴訟 
□⑮調停・審判 
□⑯相続に関する手続（単独相続・相続放棄等） 
☑⑰遺産分割協議  
□⑱示談（交通事故等） 
□⑲債務整理 
□⑳破産手続・個人再生 

 
その他の事務について 
□㉑その他（①から⑳に該当しない日常的な事務以外の事務。同意権・取消権の行使も含む。） 
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※（ ）内に報酬付与申立事情説明書で選択した事務の番号①～㉑を記入してください。 

※ 資料を添付する場合は、「資料①－１」などと番号を付けて写しを添付してください。後見等

事務報告書で添付した資料と同じ場合は、重ねて提出する必要はありません。 

 

 

報酬付与申立事情説明書別紙（  ） 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 

※ 事務の内容や労力を要した事情等は簡潔に記載してください。事情を特定できない場合は報酬の算定に

おいて考慮することができませんので、業務日誌や「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」

所定のアセスメントシートなどをそのまま引用するなどの方法は相当ではありません。 

※ 記載欄に書ききれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、Ａ４サイズの用紙をご自分で準備の上、記

載してください。 

 

１  本件事務の内容 

□ 資料（  ）－       のとおり 

□ 以下のとおり 

                                           

                                           

                                           

                                           

 

２ 上記事務の現在の状況について、記載してください。 

□ 事務が終了した                                          

□ その他（                            ） 

 

３ 本件事務により、報酬を求める期間内に本人が得た（又は財産の減少を免れたことによる）利  

益額（例：金銭関連訴訟については現実に入手した金額（遅延損害金を含む。）や相手の請求額  

から判決等で認められた金額を控除した金額、不動産関連訴訟については固定資産評価額、不動  

産の任意売却については売却額から諸経費を控除した金額、遺産分割対応については本人の取得  

遺産額） 

□      万円（※１万円未満切り上げ）【金額の裏付け資料は、資料（  ）－  】  

  □ 特になし（経済的利益を観念できない場合も含む） 

 

４ 本件事務の第三者への委任（依頼）について 

□ 本件事務を委任（依頼）していない  

□ 本件事務の［□全部 □一部（            ）］を［□弁護士 □司法書士     

□税理士 □不動産仲介業者 □不動産管理会社 □その他（        ）］に委任        

（依頼）した  

上記報酬額         万円（※１万円未満切り上げ） 
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５ 本件事務を行うにあたり特に困難であった事情又は労力を要した事情 

※ 後見人等が行った本人や親族・関係者等との協議の回数や内容等についてもこちらに記載し     

てください。訴訟等における出廷等の回数や強制執行の申立ての有無についてもこちらに記載   

してください。 

□ 以下のとおり □ 特になし 

                                             

                                              

                                              

                                              

                                              

□ 上記事情を裏付ける資料は資料（  ）－     のとおり 

※ 上記事情を裏付ける資料がある場合は提出してください。既に提出している場合は重ね    

て提出する必要はありませんが、資料を提出した日にちが分かれば、資料の提出日も記載 

してください。  

※ 報酬付与申立事情説明書で選択した事務のうち、①転居、②入院・転院・退院、③施設      

の入所・変更・退所、⑩不動産の売却・処分については、「意思決定支援を踏まえた後見    

事務のガイドライン」所定のアセスメントシートを作成している場合には、同アセスメン 

トシートを提出することも差し支えありません。 
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※（ ）内に報酬付与申立事情説明書で選択した事務の番号①～㉑を記入してください。 

※ 資料を添付する場合は、「資料①－１」などと番号を付けて写しを添付してください。後見等

事務報告書で添付した資料と同じ場合は、重ねて提出する必要はありません。 

 

 

 

報酬付与申立事情説明書別紙（ ③ ） 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 

※ 事務の内容や労力を要した事情等は簡潔に記載してください。事情を特定できない場合は報酬の算定に

おいて考慮することができませんので、業務日誌や「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」

所定のアセスメントシートなどをそのまま引用するなどの方法は相当ではありません。 

※ 記載欄に書ききれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、Ａ４サイズの用紙をご自分で準備の上、記

載してください。 

 

１  本件事務の内容 

☑ 資料（ ③ ）－  １    のとおり 

☑  以下のとおり 

 デイサービスを利用していたが、独居に不安を感じるようになったため、グループホームの

入居手続を行った。                                          

                                           

                                                                                     

 

２ 上記事務の現在の状況について、記載してください。 

☑ 事務が終了した                                          

□ その他（                            ） 

 

３ 本件事務により、報酬を求める期間内に本人が得た（又は財産の減少を免れたことによる）利  

益額（例：金銭関連訴訟については現実に入手した金額（遅延損害金を含む。）や相手の請求額  

から判決等で認められた金額を控除した金額、不動産関連訴訟については固定資産評価額、不動  

産の任意売却については売却額から諸経費を控除した金額、遺産分割対応については本人の取得  

遺産額） 

□      万円（※１万円未満切り上げ）【金額の裏付け資料は、資料（  ）－   】  

  ☑ 特になし（経済的利益を観念できない場合も含む） 

 

４ 本件事務の第三者への委任（依頼）について 

☑ 本件事務を委任（依頼）していない  

□ 本件事務の［□全部 □一部（            ）］を［□弁護士 □司法書士     

□税理士 □不動産仲介業者 □不動産管理会社 □その他（        ）］に委任

（依頼）した  

上記報酬額         万円（※１万円未満切り上げ） 
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５ 本件事務を行うにあたり特に困難であった事情又は労力を要した事情 

※ 後見人等が行った本人や親族・関係者等との協議の回数や内容等についてもこちらに記載し     

てください。訴訟等における出廷等の回数や強制執行の申立ての有無についてもこちらに記載   

してください。 

□ 以下のとおり ☑ 特になし 

                                             

                                              

                                              

                                              

                                              

□ 上記事情を裏付ける資料は資料（  ）－     のとおり 

※ 上記事情を裏付ける資料がある場合は提出してください。既に提出している場合は重ね  

て提出する必要はありませんが、資料を提出した日にちが分かれば、資料の提出日も記載 

してください。 

※ 報酬付与申立事情説明書で選択した事務のうち、①転居、②入院・転院・退院、③施設 

の入所・変更・退所、⑩不動産の売却・処分については、「意思決定支援を踏まえた後見 

事務のガイドライン」所定のアセスメントシートを作成している場合には、同アセスメン 

トシートを提出することも差し支えありません。 

 

裏付け資料を添付する場合は、

「以下のとおり」に具体的事情

を記載した上で、こちらにチェ

ックを入れてください。 
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※（ ）内に報酬付与申立事情説明書で選択した事務の番号①～㉑を記入してください。 

※ 資料を添付する場合は、「資料①－１」などと番号を付けて写しを添付してください。後見等

事務報告書で添付した資料と同じ場合は、重ねて提出する必要はありません。 

 

 

  

報酬付与申立事情説明書別紙（ ⑰ ） 

※ 該当する事項の□に✔又は■を入れてください。 

※ 事務の内容や労力を要した事情等は簡潔に記載してください。事情を特定できない場合は報酬の算定に

おいて考慮することができませんので、業務日誌や「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」

所定のアセスメントシートなどをそのまま引用するなどの方法は相当ではありません。 

※ 記載欄に書ききれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、Ａ４サイズの用紙をご自分で準備の上、記

載してください。 

 

１  本件事務の内容 

☑ 資料（ ⑰ ）－  １    のとおり 

□ 以下のとおり 

                                           

                                           

                                           

                                           

 

２ 上記事務の現在の状況について、記載してください。 

☑ 事務が終了した                                          

□ その他（                            ） 

 

３ 本件事務により、報酬を求める期間内に本人が得た（又は財産の減少を免れたことによる）利  

益額（例：金銭関連訴訟については現実に入手した金額（遅延損害金を含む。）や相手の請求額  

から判決等で認められた金額を控除した金額、不動産関連訴訟については固定資産評価額、不動  

産の任意売却については売却額から諸経費を控除した金額、遺産分割対応については本人の取得  

遺産額） 

☑   ●  万円（※１万円未満切り上げ）【金額の裏付け資料は、資料（ ⑰ ）－２】  

  □ 特になし（経済的利益を観念できない場合も含む） 

 

４ 本件事務の第三者への委任（依頼）について 

□ 本件事務を委任（依頼）していない  

☑ 本件事務の［□全部 ☑一部（遺産分割協議書作成、不動産登記手続）］を［□弁護士 

☑司法書士 □税理士 □不動産仲介業者 □不動産管理会社 □その他（     ）］

に委任（依頼）した  

上記報酬額    ●    万円（※１万円未満切り上げ） 
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５ 本件事務を行うにあたり特に困難であった事情又は労力を要した事情 

※ 後見人等が行った本人や親族・関係者等との協議の回数や内容等についてもこちらに記載し     

てください。訴訟等における出廷等の回数や強制執行の申立ての有無についてもこちらに記載   

してください。 

□ 以下のとおり ☑ 特になし 

                                             

                                              

                                              

                                              

                                              

□ 上記事情を裏付ける資料は資料（  ）－     のとおり 

※ 上記事情を裏付ける資料がある場合は提出してください。既に提出している場合は重ね    

て提出する必要はありませんが、資料を提出した日にちが分かれば、資料の提出日も記載 

してください。 

※ 報酬付与申立事情説明書で選択した事務のうち、①転居、②入院・転院・退院、③施設  

の入所・変更・退所、⑩不動産の売却・処分については、「意思決定支援を踏まえた後見 

事務のガイドライン」所定のアセスメントシートを作成している場合には、同アセスメン 

トシートを提出することも差し支えありません。 

 

裏付け資料を添付する場合は、

「以下のとおり」に具体的事情

を記載した上で、こちらにチェ

ックを入れてください。 
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新潟県
テキストボックス


参考資料11




207
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208
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新潟県
テキストボックス


参考資料12




 

（1 / 2） 

(R7 年 7 月版) 

                   受付印 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

成年後見人等辞任許可（□及び選任）審判申立書 
 
 
 
  
  

   この欄に収入印紙１６００円分（辞任許可のみは８００円分）を貼って 

ください。 
     

 

 
            （貼った印紙に押印しないでください。） 
 

予納収入印紙１４００円分は貼らずに提出してください。 

  （未成年後見の場合は不要です。）     

 
 
 
 
 
 

収入印紙      円   
予納郵便切手     円  
予納収入印紙    1400円  

 
  
準口頭 

  
基本事件番号 平成・令和    年（家 ）第                         号 

 
家庭裁判所 

 
     支部・出張所 御中 
令和  年  月  日 

申立人の署名押印又は記名押印                              印 

 
 
添付書類 

□申立人の戸籍謄本・住民票（※申立人の住所や本籍に変更があった場合のみ） 

□被後見人等の戸籍謄本・住民票（※被後見人等の住所や本籍に変更があった場合のみ） 

□後見人等候補者の住民票 

□後見人等候補者事情説明書又は未成年後見人候補者事情説明書（※裁判所に一任の場合は不要） 

□被後見人等の承諾書         （注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。 

 
 
 
 
 

申 

  
立 
 
 
人 

  

住  所 

  

〒     －      
 
 
電話   （    ）     携帯     －     － 

 
連絡先   

(勤務先等) 
 

〒     －                      
 
 
              連絡先電話  （    ） 
勤務先名         （裁判所名で連絡しても よい・差し支える） 

フリガナ 
 
氏  名 

 
 
 

昭和・平成・令和 

年  月  日生 
（   歳） 

被後見人等 

 

との関係 

 
※ １ 後見人等    ２ 監督人  

 
 
被 
 
後 
 
見 
 
人 
 
等 

 
本  籍 

 
都道 
府県        

 
住民票上の
住所 

〒     －                    
 
 

 
実際に住ん
でいる所 

〒     －                     
 
 

電話   （     ） 
 
フリガナ 

 
氏  名 

 
 大正・昭和・平成・令和 

     
年   月   日生 

 
（   歳） 

（注） 太わくの中だけ記入してください。※の部分は当てはまる番号を○で囲んでください。 

選任の申立ても行う場合、表題欄の□にチェックを入れてください。  
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新潟県
テキストボックス

参考資料13




 

（2 / 2） 

(R7 年 7 月版) 

 申  立  て  の  趣  旨 

※   

１ 成年後見人   ２ 保 佐 人  ３ 補 助 人  ４ 未成年後見人 

５ 成年後見監督人 ６ 保佐監督人  ７ 補助監督人  ８ 未成年後見監督人 

９ 任意後見監督人     

の辞任許可を求める。 

□ 及び  

※  １ 成年後見人    ２ 保 佐 人    ３ 補 助 人   ４ 未成年後見人 

   ５ その他（        ） 

の選任を求める。 

申  立  て  の  理  由 

※  

１ 遠隔地居住 ２ 老齢 ３ 疾病 ４ 負担過重 ５ その他 

 

 

 

 

 

候補者について 

※選任の申立ても行

う場合のみ記入し

てください。  

※ １ 以下の者が相当である。 

  ２ 裁判所の選任する第三者を希望する。 

 

（候補者の詳細は、後見人等（又は未成年後見人）候補者事情説明書のとおり） 

 

候 

 

補 

 

者 

住所又は事務

所所在地 

〒    －            

 

電話   （     ）     携帯    －     － 
フリガナ 

 
氏名又は法人名 

   
昭和・平成・令和 

      年    月     日生 

          （   歳） 

職業    
又は事業内容 

 

 
被後見人等と 
 

の関係 

 
※ 親族   １ 親 ２ 子 ３ 兄弟姉妹 ４ 配偶者 
 

     ５ その他の親族（続柄          ） 
 

親族以外 １ 弁護士 ２ 司法書士 ３ 社会福祉士 ４ 法人 
 
       ５ その他（                  ） 

  （注） 太わくの中だけ記入してください。※の部分は、当てはまる番号を○で囲み、必要に応じて具体的

な事情を記載してください。 

選任の申立ても行う場合、申立ての趣旨欄の□にチェックを入れてください。 
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（1 / 2） 

(R7 年 7 月版) 

 

                   受付印 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

成年後見人等辞任許可（☑及び選任）審判申立書 
 
 
 
  
  

   この欄に収入印紙１６００円分（辞任許可のみは８００円分）を貼って 

ください。 
     

 

 
            （貼った印紙に押印しないでください。）

      
   予納収入印紙１４００円分は貼らずに提出してください。 

  （未成年後見の場合は不要です。）     

 
 
 
 
 
 

収入印紙      円   
予納郵便切手     円  
予納収入印紙    1400円  

 
  
準口頭 

  
基本事件番号 平成・令和   ○ 年（家 ）第   ○○○○○○     号 

 
○  ○   家庭裁判所 

 
 ○ ○ 支部・出張所 御中 
令和○○年○○月○○日 

申立人の署名押印又は記名押印 
  

   甲  野  夏  男       印 

 
 
添付書類 

□申立人の戸籍謄本・住民票（※申立人の住所や本籍に変更があった場合のみ） 

□被後見人等の戸籍謄本・住民票（※被後見人等の住所や本籍に変更があった場合のみ） 

☑後見人等候補者の住民票 

☑後見人等候補者事情説明書又は未成年後見人候補者事情説明書（※裁判所に一任の場合は不要） 

☑被後見人等の承諾書         （注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。 
 

 
 
 
 

申 

 
立 
 
 
人 

 
 
住  所 

〒○○○－○○○○  

○○県○○市○町○番○号○○ハイツ桜山２３号室 

電話 ○○○（○○○）○○○○ 携帯 ○○○－○○○○－○○○○ 
 
連絡先 
(勤務先等) 

〒     －                      
（注：住所で確実に連絡ができるときは記入しないでください。） 
 
              連絡先電話  （    ） 
勤務先名         （裁判所名で連絡しても よい・差し支える） 

フリガナ 
 
氏  名 

コ ウ ノ     ナ ツ オ  

甲  野  夏  男 

昭和・平成・令和 

○○年○○月○○日生 
（ ○○ 歳） 

被後見人等 

 

との関係 

 
※ １ 後見人等    ２ 監督人  

 
 
被 
 
後 
 
見 
 
人 
 
等 

 
本  籍 

 
○  ○  都道   ○○市○町○番地 

府県        
 
住民票上の
住所 

〒○○○－○○○○ 
 
○○県○○市○町○番○号○○マンション○○号室 

 
 
実際に住ん
でいる所  
  

〒     －                     
 
 

電話   （     ） 
 
フリガナ 

 
氏  名 

コ ウ ノ     タ ロ ウ 

甲  野  太  郎 

 大正・昭和・平成・令和 

     
○○年 ○○月 ○○日生 

（ ○○ 歳） 

（注） 太わくの中だけ記入してください。※の部分は当てはまる番号を○で囲んでください。 

選任の申立ても行う場合、表題欄の□にチェックを入れてください。  

- 166 -



 

（2 / 2） 

(R7 年 7 月版) 

 

 申  立  て  の  趣  旨 

※   

１ 成年後見人   ２ 保 佐 人  ３ 補 助 人  ４ 未成年後見人 

５ 成年後見監督人 ６ 保佐監督人  ７ 補助監督人  ８ 未成年後見監督人 

９ 任意後見監督人     

の辞任許可を求める。 

☑ 及び  

※  １ 成年後見人    ２ 保 佐 人    ３ 補 助 人   ４ 未成年後見人 

   ５ その他（        ） 

の選任を求める。 

申  立  て  の  理  由 

※  

１ 遠隔地居住 ２ 老齢 ３ 疾病 ４ 負担過重 ５ その他 

申立人は、現在○○歳と高齢になり、またリウマチを患い車いすを使用しており、成年 

後見人として職務を適正に行うことが困難となりましたので、成年後見人を辞任したいと 

思います。 

 

 

候補者について 

※選任の申立ても行

う場合のみ記入し

てください。  

※ １ 以下の者が相当である。 

  ２ 裁判所の選任する第三者を希望する。 

 

（候補者の詳細は、後見人等（又は未成年後見人）候補者事情説明書のとおり） 

 

 

候 

 

補 

 

者 

住所又は事務

所所在地 

〒○○○－○○○○ 
○○県○○市○町○番○号○○マンション○○号室 

電話 ○○○（○○○）○○○○  携帯 ○○○－○○○○－○○○○ 

フリガナ 

 
氏名又は法人名 

コ ウ ノ    ア キ オ 

甲  野  秋  男 

  
昭和・平成・令和 

    ○○年 ○○月 ○○日生 

          （ ○○ 歳） 

職業    
又は事業内容   会 社 員 

 
被後見人等と 
 

の関係 

 
※ 親族   １ 親 ２ 子 ３ 兄弟姉妹 ４ 配偶者 
 

     ５ その他の親族（続柄          ） 
 

親族以外 １ 弁護士 ２ 司法書士 ３ 社会福祉士 ４ 法人 
 
       ５ その他（                  ） 

  （注） 太わくの中だけ記入してください。※の部分は、当てはまる番号を○で囲み、必要に応じて具体的

な事情を記載してください。 

選任の申立ても行う場合、申立ての趣旨欄の□にチェックを入れてください。 

- 167 -



（注）太わくの中だけ記入してください。□がある事項は該当するものにチェックを入れてください。

□ （折り線）

住所

円

以下の欄には記載しないでください

裁判所使用欄

１　本件申立てを許可する。

２　手続費用は、申立人の負担とする。

　令和 　　年 　　月　 　日　

□

(R7年7月版)

申立ての理由 別添申立事情説明書のとおり

家庭裁判所 支部・出張所

金

□

□成年被後見人の死体の（□火葬(□納骨含む)、□　　）に関する契約を締結する

ことを許可する旨の審判を求める。

□即日
□令和　　年　　月　　日
申立人に対し、審判書謄本を
□普通郵便　□交付
による方法で告知した。
　裁判所書記官

□成年被後見人名義の下記の預貯金の払戻しをする

口座種別

　　　   裁判官　　　　　　　

成年被後見人の死亡後の死体の火葬又は埋葬に関する契約の締結そ
の他相続財産の保存に必要な行為についての許可　申立書

基本事件番号　平成・令和　　年（家）第 　　　   号準口頭

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。）

　
（貼った印紙に押印しないでください。）

受付印

収入印紙　８００円

予納郵便切手　　円

成
年
被
後
見
人

住所又は事務所
　　（〒　　　　－　　　　　　）

申立ての趣旨
口座番号

払戻金額

　
電話番号　　　　　（　　　　　）
                      （裁判所名で連絡しても　よい・差し支える）

金融機関名

氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　□申立人と同じ

氏名（フリガナ）

支店名

（折り線）

申
立
人

申立人が

※申立人欄は窓空き封筒の宛
名としても使用しますので、パソ
コン等で書式を設定する場合
には、申立人の住所・氏名欄の
位置及び大きさを変更しないよ
うにお願いします。

※申立人欄記載の住所と異な
る場所への送付を希望される場
合には、送付先を明示した書面
又は返送用封筒のご提出をお
願いします。

支部　・　出張所

□申立事情説明書

御中

　令和　　年　　月　　日

申立人の署
名押印又は
記名押印

添付書類等

　　　　　　　　　　　　　（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。

印

□預貯金通帳の写し　　　□寄託契約書案　　 　□報告書

□死亡診断書（死体検案書）の写し（又は死亡の記載のある戸籍謄本の写し）

家庭裁判所

（1/2）- 168 -



１ 申立ての理由・必要性等について

※ 申立ての理由・必要性等を裏付ける資料がある場合には、資料を添付してください。

２ 本件申立てにかかる行為についての相続人の意思について

　□ 相続人の存在が明らかではないため、意思の確認がとれない。

　□ 相続人が所在不明のため、意思の確認がとれない。

　□ 相続人が疎遠であり、意思の確認がとれない。

　□ 反対している相続人はいない。

　□ その他

(R7年7月版)

申　立　事　情　説　明　書

　　成年被後見人　亡　　　　　　　　　　　． （令和　　年　　月　　日死亡）

　　基本事件番号 　平成・令和 　　　年（家）第　　　 　　　　　号
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（注）太わくの中だけ記入してください。□がある事項は該当するものにチェックを入れてください。

○　○

☑ △　△ （折り線）

住所

円

以下の欄には記載しないでください

裁判所使用欄

１　本件申立てを許可する。

２　手続費用は、申立人の負担とする。

　令和 　　年 　　月　 　日　

○　○ ☑

(R7年7月版)

申立ての理由 別添申立事情説明書のとおり

家庭裁判所 支部・出張所

金

□

■成年被後見人の死体の（■火葬(□納骨含む)、□　　）に関する契約を締結する

△　△

ことを許可する旨の審判を求める。

□即日
□令和　　年　　月　　日
申立人に対し、審判書謄本を
□普通郵便　□交付
による方法で告知した。
　裁判所書記官

□成年被後見人名義の下記の預貯金の払戻しをする

口座種別

　　　   裁判官　　　　　　　

成年被後見人の死亡後の死体の火葬又は埋葬に関する契約の締結そ
の他相続財産の保存に必要な行為についての許可　申立書

基本事件番号　平成・令和○年（家）第○○○○  号準口頭

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。）

　
（貼った印紙に押印しないでください。）

受付印

収入印紙　８００円

予納郵便切手　　円

成
年
被
後
見
人

住所又は事務所
　　（〒○○○－○○○○）

△△県×市×町○丁目○○番○号 ○○法律事務所

申立ての趣旨
口座番号

払戻金額

△△県◇市◇町○丁目○番

　
電話番号　○○○（○○○）○○○○
                      （裁判所名で連絡しても　よい・差し支える）

金融機関名

氏名

　　　　　　甲　　野　　太　　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　□申立人と同じ

氏名（フリガナ）
　　　オツノ　イチロウ
　　　　乙　野　一　郎

支店名

（折り線）

申
立
人

申立人が

※申立人欄は窓空き封筒の宛
名としても使用しますので、パソ
コン等で書式を設定する場合
には、申立人の住所・氏名欄の
位置及び大きさを変更しないよ
うにお願いします。

※申立人欄記載の住所と異な
る場所への送付を希望される場
合には、送付先を明示した書面
又は返送用封筒のご提出をお
願いします。

支部　・　出張所

■申立事情説明書

御中

　令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日

申立人の署
名押印又は
記名押印

　　甲　　野　　太　　郎

添付書類等

　　　　　　　　　　　　　（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。

㊞

□預貯金通帳の写し　　　□寄託契約書案　　 　□報告書

■死亡診断書（死体検案書）の写し（又は死亡の記載のある戸籍謄本の写し）

家庭裁判所

印紙
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１ 申立ての理由・必要性等について

　　　成年被後見人は、令和○○年○○月○○日、▲▲病院で亡くなりました。

　　　成年被後見人の相続人には、唯一、長男の○○○○がいますが、

　　病気のため入院しており、成年被後見人の火葬を取り仕切ることができる親族

　　がおりません。

　　　そこで、成年後見人において、申立ての趣旨に記載した行為を行う必要があります。

※ 申立ての理由・必要性等を裏付ける資料がある場合には、資料を添付してください。

２ 本件申立てにかかる行為についての相続人の意思について

　□ 相続人の存在が明らかではないため、意思の確認がとれない。

　□ 相続人が所在不明のため、意思の確認がとれない。

　□ 相続人が疎遠であり、意思の確認がとれない。

　□ 反対している相続人はいない。

　■ その他

相続人○○○○は危篤状態にあり、意思の確認がとれない。

なお、これまで同人が後見事務に反対の意思を表明したことはない。

(R7年7月版)

申　立　事　情　説　明　書

　　成年被後見人　亡　　乙　野　一　郎　　　． （令和○○年○○月○○日死亡）

　　基本事件番号 　平成・令和   ○ 　年（家）第　○○○○　　号
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（注）太わくの中だけ記入してください。□がある事項は該当するものにチェックを入れてください。

○　○

☑ △　△ （折り線）

住所

円

以下の欄には記載しないでください

裁判所使用欄

１　本件申立てを許可する。

２　手続費用は、申立人の負担とする。

　令和 　　年 　　月　 　日　

○　○ ☑

(R7年7月版)

申立ての理由 別添申立事情説明書のとおり

家庭裁判所 支部・出張所

金

■成年被後見人が施設に残置した動産等について○○会社との間で寄託契約を締結する

□成年被後見人の死体の（□火葬(□納骨含む)、□　　）に関する契約を締結する

△　△

ことを許可する旨の審判を求める。

□即日
□令和　　年　　月　　日
申立人に対し、審判書謄本を
□普通郵便　□交付
による方法で告知した。
　裁判所書記官

□成年被後見人名義の下記の預貯金の払戻しをする

口座種別

　　　   裁判官　　　　　　　

成年被後見人の死亡後の死体の火葬又は埋葬に関する契約の締結そ
の他相続財産の保存に必要な行為についての許可　申立書

基本事件番号　平成・令和○年（家）第○○○○  号準口頭

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。）

　
（貼った印紙に押印しないでください。）

受付印

収入印紙　８００円

予納郵便切手　　円

成
年
被
後
見
人

住所又は事務所
　　（〒○○○－○○○○）

△△県×市×町○丁目○○番○号 ○○法律事務所

申立ての趣旨
口座番号

払戻金額

△△県◇市◇町○丁目○番

　
電話番号　○○○（○○○）○○○○
                      （裁判所名で連絡しても　よい・差し支える）

金融機関名

氏名

　　　　　　甲　　野　　太　　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　□申立人と同じ

氏名（フリガナ）
　　　オツノ　イチロウ
　　　　乙　野　一　郎

支店名

（折り線）

申
立
人

申立人が

※申立人欄は窓空き封筒の宛
名としても使用しますので、パソ
コン等で書式を設定する場合
には、申立人の住所・氏名欄の
位置及び大きさを変更しないよ
うにお願いします。

※申立人欄記載の住所と異な
る場所への送付を希望される場
合には、送付先を明示した書面
又は返送用封筒のご提出をお
願いします。

支部　・　出張所

■申立事情説明書

御中

　令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日

申立人の署
名押印又は
記名押印

　　甲　　野　　太　　郎

添付書類等

　　　　　　　　　　　　　（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。

㊞

□預貯金通帳の写し　　　■寄託契約書案　　 　□報告書

■死亡診断書（死体検案書）の写し（又は死亡の記載のある戸籍謄本の写し）

家庭裁判所

印紙
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１ 申立ての理由・必要性等について

　　　成年被後見人は、令和○○年○○月○○日、▲▲病院で亡くなりました。

　　　成年被後見人の相続人には、唯一、長女の○○○○がいますが、

　　長年音信不通の状態にあり、成年被後見人が施設に残置した動産を引き取ることが

　　できる親族がおりません。

　　　そこで、相続財産の保存に必要な行為として、成年後見人において、申立ての趣旨

　　に記載した行為を行う必要があります。

※ 申立ての理由・必要性等を裏付ける資料がある場合には、資料を添付してください。

２ 本件申立てにかかる行為についての相続人の意思について

　□ 相続人の存在が明らかではないため、意思の確認がとれない。

　□ 相続人が所在不明のため、意思の確認がとれない。

　■ 相続人が疎遠であり、意思の確認がとれない。

　□ 反対している相続人はいない。

　□ その他

(R7年7月版)

申　立　事　情　説　明　書

　　成年被後見人　亡　　乙　野　一　郎　　　． （令和○○年○○月○○日死亡）

　　基本事件番号 　平成・令和  ○　年（家）第　 〇〇〇〇　　　号
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（注）太わくの中だけ記入してください。□がある事項は該当するものにチェックを入れてください。

○　○

☑ △　△ （折り線）

住所

円

以下の欄には記載しないでください

裁判所使用欄

１　本件申立てを許可する。

２　手続費用は、申立人の負担とする。

　令和 　　年 　　月　 　日　

○　○ ☑

(R7年7月版)

申立ての理由 別添申立事情説明書のとおり

家庭裁判所 支部・出張所

金

■成年被後見人が生前契約していた電気、ガス及び水道の各供給契約を解約する

□成年被後見人の死体の（□火葬(□納骨含む)、□　　）に関する契約を締結する

△　△

ことを許可する旨の審判を求める。

□即日
□令和　　年　　月　　日
申立人に対し、審判書謄本を
□普通郵便　□交付
による方法で告知した。
　裁判所書記官

□成年被後見人名義の下記の預貯金の払戻しをする

口座種別

　　　   裁判官　　　　　　　

成年被後見人の死亡後の死体の火葬又は埋葬に関する契約の締結そ
の他相続財産の保存に必要な行為についての許可　申立書

基本事件番号　平成・令和○年（家）第○○○○  号準口頭

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。）

　
（貼った印紙に押印しないでください。）

受付印

収入印紙　８００円

予納郵便切手　　円

成
年
被
後
見
人

住所又は事務所
　　（〒○○○－○○○○）

△△県×市×町○丁目○○番○号 ○○法律事務所

申立ての趣旨
口座番号

払戻金額

△△県◇市◇町○丁目○番

　
電話番号　○○○（○○○）○○○○
                      （裁判所名で連絡しても　よい・差し支える）

金融機関名

氏名

　　　　　　甲　　野　　太　　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　□申立人と同じ

氏名（フリガナ）
　　　オツノ　イチロウ
　　　　乙　野　一　郎

支店名

（折り線）

申
立
人

申立人が

※申立人欄は窓空き封筒の宛
名としても使用しますので、パソ
コン等で書式を設定する場合
には、申立人の住所・氏名欄の
位置及び大きさを変更しないよ
うにお願いします。

※申立人欄記載の住所と異な
る場所への送付を希望される場
合には、送付先を明示した書面
又は返送用封筒のご提出をお
願いします。

支部　・　出張所

■申立事情説明書

御中

　令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日

申立人の署
名押印又は
記名押印

　　甲　　野　　太　　郎

添付書類等

　　　　　　　　　　　　　（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。

㊞

□預貯金通帳の写し　　　□寄託契約書案　　 　□報告書

■死亡診断書（死体検案書）の写し（又は死亡の記載のある戸籍謄本の写し）

家庭裁判所

印紙
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１ 申立ての理由・必要性等について

　　　成年被後見人は、令和○○年○○月○○日、▲▲病院で亡くなりました。

　　　成年被後見人は、入院の直前まで在宅介護サービスを利用して自宅で生活して

　　いましたが、電気、ガス及び水道の各供給契約は締結されたままとなっており、

　　このままでは料金が発生し続けてしまいます。

　　　成年被後見人の相続人には、唯一、長男の○○○○がいますが、

　　病気のため入院しており、上記各契約の解約手続を行うことができません。

　　　そこで、相続財産の保存に必要な行為として、成年後見人において、申立ての趣旨

　　に記載した行為を行う必要があります。

※ 申立ての理由・必要性等を裏付ける資料がある場合には、資料を添付してください。

２ 本件申立てにかかる行為についての相続人の意思について

　□ 相続人の存在が明らかではないため、意思の確認がとれない。

　□ 相続人が所在不明のため、意思の確認がとれない。

　□ 相続人が疎遠であり、意思の確認がとれない。

　□ 反対している相続人はいない。

　■ その他

相続人○○○○は危篤状態にあり、意思の確認がとれない。

なお、これまで同人が後見事務に反対の意思を表明したことはない。

(R7年7月版)

申　立　事　情　説　明　書

　　成年被後見人　亡　　乙　野　一　郎　　　． （令和○○年○○月○○日死亡）

　　基本事件番号 　平成・令和  ○　年（家）第　 ○○○○　　　号
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（注）太わくの中だけ記入してください。□がある事項は該当するものにチェックを入れてください。

○　○

☑ △　△ （折り線）

住所

円

以下の欄には記載しないでください

裁判所使用欄

１　本件申立てを許可する。

２　手続費用は、申立人の負担とする。

　令和 　　年 　　月　 　日　

○　○ ☑

(R7年7月版)

申立ての理由 別添申立事情説明書のとおり

家庭裁判所 支部・出張所

金５００，０００

□

□成年被後見人の死体の（□火葬(□納骨含む)、□　　）に関する契約を締結する

△　△

ことを許可する旨の審判を求める。

□即日
□令和　　年　　月　　日
申立人に対し、審判書謄本を
□普通郵便　□交付
による方法で告知した。
　裁判所書記官

普通

■成年被後見人名義の下記の預貯金の払戻しをする

口座種別 ○○××

　　　   裁判官　　　　　　　

成年被後見人の死亡後の死体の火葬又は埋葬に関する契約の締結そ
の他相続財産の保存に必要な行為についての許可　申立書

基本事件番号　平成・令和○年（家）第○○○○  号準口頭

（この欄に収入印紙８００円を貼ってください。）

　
（貼った印紙に押印しないでください。）

受付印

収入印紙　８００円

予納郵便切手　　円

成
年
被
後
見
人

住所又は事務所
　　（〒○○○－○○○○）

△△県×市×町○丁目○○番○号 ○○法律事務所

申立ての趣旨
口座番号

払戻金額

△△県◇市◇町○丁目○番

　
電話番号　○○○（○○○）○○○○
                      （裁判所名で連絡しても　よい・差し支える）

金融機関名

氏名

　　　　　　甲　　野　　太　　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　□申立人と同じ

氏名（フリガナ）
　　　オツノ　イチロウ
　　　　乙　野　一　郎

●●銀行 支店名 ●●支店

（折り線）

申
立
人

申立人が

※申立人欄は窓空き封筒の宛
名としても使用しますので、パソ
コン等で書式を設定する場合
には、申立人の住所・氏名欄の
位置及び大きさを変更しないよ
うにお願いします。

※申立人欄記載の住所と異な
る場所への送付を希望される場
合には、送付先を明示した書面
又は返送用封筒のご提出をお
願いします。

支部　・　出張所

■申立事情説明書

御中

　令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日

申立人の署
名押印又は
記名押印

　　甲　　野　　太　　郎

添付書類等

　　　　　　　　　　　　　（注）その他の書類の追加提出を求められることがあります。

㊞

■預貯金通帳の写し　　　□寄託契約書案　　 　■報告書

■死亡診断書（死体検案書）の写し（又は死亡の記載のある戸籍謄本の写し）

家庭裁判所

印紙

保佐人・補助人がこの申立てを
することはできません。
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１ 申立ての理由・必要性等について

　　　成年被後見人は、令和○○年○○月○○日、▲▲病院で亡くなりました。

　　　成年被後見人には、別添報告書に記載したとおり、弁済期が到来している債務が

　　約５０万円あり、これらを弁済するために成年被後見人の預金口座から払戻しを受け

　　る必要があります。

　　　そこで、相続財産の保存に必要な行為として、成年後見人において、申立ての趣旨

　　に記載した行為を行う必要があります。

※ 申立ての理由・必要性等を裏付ける資料がある場合には、資料を添付してください。

２ 本件申立てにかかる行為についての相続人の意思について

　□ 相続人の存在が明らかではないため、意思の確認がとれない。

　□ 相続人が所在不明のため、意思の確認がとれない。

　■ 相続人が疎遠であり、意思の確認がとれない。

　□ 反対している相続人はいない。

　□ その他

(R7年7月版)

申　立　事　情　説　明　書

　　成年被後見人　亡　　乙　野　一　郎　　　． （令和○○年○○月○○日死亡）

　　基本事件番号 　平成・令和  ○　年（家）第　 ○○○○　　　号
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                            （後見、保佐、補助用） 

 

 

 

 

                        

令和  年（家）第     号（ご本人      様） 

新潟家庭裁判所 御中  

 

事 務 終 了 報 告 書 
 

        令和  年  月  日 

           報告者（成年後見人）               印 

           住所              ℡   （   ）    

（該当箇所にレ点チェックし、必要事項を記載してください。） 

１ 本人の状況について 

  □ 令和  年  月  日に死亡しました。 

    ※ 死亡した旨が記載された戸籍謄本または死亡診断書等のコピーを提出してください。 
 

２ 管理していた本人の財産について 

  □ 唯一の相続人として、私が相続します。 

□ 相続人の１人として私が引き続き保管しています。 
 
               □ 相続人（氏名             ) 
□ 令和  年  月  日、□ 遺言執行者（氏名           ) に引き継ぎました。 

                □ 受遺者 (氏名         ) 

  □ 次の理由でまだ引継はしていません。引継時点で引継報告書を提出します。 

    （理由） 

       

 
 

※ 成年後見人は、最後の職務として、これまで管理していた財産の収支を計算し、

管理していた財産を本人の相続人等に引き継いでいただくことになります。   

    そして、引継ぎが済んだ場合には、その時点で引継報告書を提出してください。   

 

３ 後見登記を抹消する手続について 

  □ 令和   年   月   日に行いました。 

  □ これから速やかに行う予定です。   

※ 成年後見人の方は、ご自身で、法務局になされた後見登記を抹消していただくこと

になります。詳細については、新潟地方法務局戸籍課（℡025-222-1565）にお問い合

わせください。 

 

         

後見等終了  

  令和  年  月  日 

       裁 判 官 
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                （後見人等が相続人でない場合の相続人への引継報告） 

                       

 

令和  年（家）第     号 （ご本人     様） 

 

引 継 報 告 書 

 

新潟家庭裁判所 御中 

               令和   年   月   日 

              住所                      

《成年後見人》 

                 氏名                  印 

                 電話番号（日中連絡がとれる番号をお書きください。） 

                          －    －      

１ 引継年月日 

令和   年   月   日 

２ 引継ぎの相手方 

   氏名（本人の相続人）                

   本人との関係                    

３ 引き継いだ財産の内容（該当にレ点チェック） 

  □ 預貯金通帳、定期預金証書  

  □ その他（以下に具体的に記載してください。） 

   

  

 

 

                                          
 

引   継   書  
 

 上記３に記載された本人の財産につき、引継ぎを受けました。 

 

                  令和   年   月   日 

                    氏名（相続人）            印 

                    本人との関係              
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□閉鎖登記事項証明書（閉鎖された登記事項の証明書を必要とする場合はこちらにチェックしてください。）

10□本人の配偶者
12□未成年後見人

15□財産の管理者
17□本人の相続人以外の承継人

□マイナンバーカード

16□本人の相続人
13□未成年後見監督人 14□職務代行者
11□本人の四親等内の親族

1911939_17成年後見登記の登記事項証明申請書.indd   1 2019/05/14   13:53
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東 京 法 務 局 御 中

令和 年 月 日申請登 記 申 請 書（変更の登記）
１ 申 請 人 等

住 所

氏 名 印
ｱ 申請される方

(申請人)

(本人との関係) (電話番号)資 格 連絡先

（注）申請人が法人の場合は 「名称又は商号 「主たる事務所又は本店」を記載し，代表者が記名押印してください。， 」

住 所

氏 名 印
ｲ 上記の代理人

(上記の申請人から

委任を受けた方) (電話番号)連絡先

（注１）代理人が申請する場合は，ｱの欄とともにｲの欄にも記入してください（この場合ｱの欄の押印は不要です 。。）

（注２）代理人が法人の場合は 「名称又は商号 「主たる事務所又は本店」を記載し，代表者が記名押印してください。， 」

２ 登 記 の 事 由

□成年被後見人，□被保佐人，□被補助人，□任意後見契約の本人，□成年後見人，

ｱ 変更の対象者 □保佐人，□補助人，□任意後見受任者・任意後見人，□成年後見監督人，□保佐監

督人，□補助監督人，□任意後見監督人，□その他（ ）

（ ）の

ｲ 変 更 事 項 □氏名の変更，□住所の変更，□本籍の変更，□その他（ ）

（記入方法）上記のそれぞれの該当事項の□に□のようにチェックしてください （例： □成年後見人 の □住所の変更 ）。 「 」

３ 登 記 す べ き 事 項

変 更 の 年 月 日 平成・令和 年 月 日

変更後の登記事項

（記入方法）変更の年月日欄には住所移転日等を記入し，変更後の事項欄には新しい住所又は本籍等を記入してください。

４ 登記記録を特定するための事項

（本人 の氏名は必ず記入してください ）(成年被後見人,被保佐人,被補助人,任意後見契約の本人) 。

フ リ ガ ナ

本 人 の 氏 名

（登記番号が分かっている場合は，本欄に登記番号を記入してください ）。

登 記 番 号 第 － 号

（ ， 。）登記番号が分からない場合は 以下の欄に本人の生年月日・住所又は本籍を記入してください

本人の生年月日 明治・大正・昭和・平成・令和／西暦 年 月 日生

本 人 の 住 所

又は本人の本籍

（国籍）

①□法人の代表者の資格を証する書面（※申請人又は代理人が法人であるときに必要）５ 添 付 書 類

， （ ）（ ）該当書類の□に ②□委任状 □その他 ※代理人が申請するときに必要

③□登記の事由を証する書面（□住民票の写し □戸籍の謄本又は抄本）□のようにチェック (欄外注参照)

□その他（ ）してください。

④□上記添付書類は，本件と同時に申請した他の変更の登記申請書に添付した。

（注）住所変更の場合，法務局において住民基本台帳ネットワークを利用して住所変更の事実を確認するこ
とができるときは，住民票の写しの添付を省略することができます。法務局において住所変更の事実
を確認することができないときは，住民票の写し等の送付をお願いすることがあります。

※登記手数料は不要です。
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＜ 記 載 要 領 ＞
１ 申請人等欄

：登記を申請される方（申請人）の住所，氏名，資格（本人との関係 及び連絡先の電ｱ 申請される方欄 ）（注)

話番号を記載し，押印（認印）します。

（注）本人（成年被後見人，被保佐人，被補助人，任意後見契約の本人をいう。以下同じ ）と申請人の関。

係（成年後見人，保佐人，補助人，任意後見受任者・任意後見人等又は本人の親族）を記載します 。

※ｱが法人の場合は，住所，氏名に代えて，主たる事務所又は本店，名称又は商号，代表者の氏名を記載します。

：上記ｱの申請人から委任を受けた代理人が申請する場合は，上記ｱの記載に加え，本欄に代ｲ 上記の代理人欄

理人の住所，氏名及び連絡先の電話番号を記載し，押印（認印）します。

なお，この場合は，ｱの欄の押印は不要です。

※ｲが法人の場合は，住所，氏名に代えて，主たる事務所又は本店，名称又は商号，代表者の氏名を記載します。

２ 登記の事由欄

。 ，ｱ 変更の対象者欄：住所移転など変更の登記の対象となる方の該当箇所にチェックします 該当がない場合は

「□その他」にチェックし，カッコ内に対象者の資格を記載します。

※アの欄とイの欄の間のカッコ内には，変更の対象となる方の氏名を記載します（漢字表記されない外国人

の場合は，カタカナ表記に加えて，アルファベット表記も併記します 。。）

：変更の登記の対象となる事項の該当箇所にチェックします。例えば，住所移転の場合は 「□住ｲ 変更事項欄 ，

所の変更」にチェックします。該当がない場合は「□その他」にチェックし，カッコ内に変更

の事項を記載します。

３ 登記すべき事項欄

：変更が生じた年月日を記載します。例えば，住所移転の場合は，移転の日を記載します。変更の年月日欄

：変更が生じた事項につき，変更後の内容を記載します。例えば，住所移転の場合は，変更後の登記事項欄

新しい住所を住民票のとおりに記載します（都道府県，丁目，番地，番・号，マンシ

ョン名等をハイフン等で省略しないこと 。。）

４ 登記記録を特定するための事項欄

：本人の氏名を氏と名を１字空けて記載します。ただし，本人の氏名を変更する場フリガナ，本人の氏名欄

合は，旧氏名を記載します（漢字表記されない外国人の場合は，カタカナ表記に

加えて，アルファベット表記も併記します 。。）

：最初の登記の際に付与された登記番号が分かっている場合にその登記番号を記載します。例え登記番号欄

ば 「2011－55555」のように記載します。，

： 登記番号が分からない場合に，該当する事項を記載します（登記番号が判本人の生年月日，本人の住所欄

明している場合であっても，可能な限り本欄への記載をお願いします 。。）

なお，本人の住所又は本籍の変更の登記を申請する場合は，本欄には，変

， 。更の登記を申請する前の 既に登記されている住所又は本籍を記載します

５ 添付書類欄

変更の登記の事由及び申請人の資格に応じて提出する添付書類の該当箇所にチェックします。

（例３か月以内の法人の登記事項証明書）① 申請人又は代理人が法人である場合は，代表者の資格を証する書面 :

② 代理人によって申請する場合は，委任状等その権限を証する書面

③ 登記の事由に応じて，その事由を証する書面

例１ 住所変更の場合は 「住民票の写し」が必要です。，

法務局において住民基本台帳ネットワークを利用して住所変更の事実を確認することができる※

ときは，住民票の写しの添付を省略することができますが、住民基本台帳ネットワークを利用し

て住所変更の事実を確認することができないときは，住民票の写し等の送付をお願いすることが

あります。

例２ 本籍又は氏名変更の場合は 「戸籍の謄本又は抄本」が必要です。,
○ 登記手数料

変更の登記については，登記手数料は不要です。

※送付の際は簡易書留郵便又は信書便 引申請書及び添付書面は下記に送付(提出)してください。 （

受け及び配達の記録を行うもの）でお願いします。

送付(提出)先 〒１０２－８２２６ 東京都千代田区九段南１－１－１５ 九段第２合同庁舎

東京法務局民事行政部後見登録課 （０３－５２１３－１３６０）
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東 京 法 務 局 御 中※記載例(２)（成年後見人の住所変更の申請を成年後見人自身が行う場合）

登 記 申 請 書（変更の登記） 令和 元年 5月 9日申請
１ 申 請 人 等

東京都台東区台東１丁目２６番２号住 所

印
ｱ 申請される方

氏 名 後見 太郎
(申請人)

090－○○△△－××□□資 格 連絡先(本人との関係) (電話番号)成年後見人

（注）申請人が法人の場合は 「名称又は商号 「主たる事務所又は本店」を記載し，代表者が記名押印してください。， 」

住 所

氏 名 印
ｲ 上記の代理人

(上記の申請人から

委任を受けた方) (電話番号)連絡先

（注１）代理人が申請する場合は，ｱの欄とともにｲの欄にも記入してください（この場合ｱの欄の押印は不要です 。。）

（注２）代理人が法人の場合は 「名称又は商号 「主たる事務所又は本店」を記載し，代表者が記名押印してください。， 」

２ 登 記 の 事 由

□成年被後見人，□被保佐人，□被補助人，□任意後見契約の本人，□成年後見人，

ｱ 変更の対象者 □保佐人，□補助人，□任意後見受任者・任意後見人，□成年後見監督人，□保佐監

督人，□補助監督人，□任意後見監督人，□その他（ ）

（ ）の後見 太郎

ｲ 変 更 事 項 □氏名の変更，□住所の変更，□本籍の変更，□その他（ ）

（記入方法）上記のそれぞれの該当事項の□に□のようにチェックしてください （例： □成年後見人 の □住所の変更 ）。 「 」

３ 登 記 す べ き 事 項

変 更 の 年 月 日 平成・令和 　元 年 ５月  ７日

※変更の対象者の新住所変更後の登記事項 東京都台東区台東１丁目２６番２号

（記入方法）変更の年月日欄には住所移転日等を記入し，変更後の事項欄には新しい住所又は本籍等を記入してください。

４ 登記記録を特定するための事項

（本人 の氏名は必ず記入してください ）(成年被後見人,被保佐人,被補助人,任意後見契約の本人) 。

コウケン ハルコフ リ ガ ナ

※本人(成年被後見人,被保佐人,被補助人,任意後見契約の本人)の氏名本 人 の 氏 名 後見 春子

（登記番号が分かっている場合は，本欄に登記番号を記入してください ）。

登 記 番 号 第 － 号２０１１ ５５５５５

（ ， 。）登記番号が分からない場合は 以下の欄に本人の生年月日・住所又は本籍を記入してください

本人の生年月日 明治・大正・昭和・平成・令和／西暦 年 月 日生１５ ７ １２

※本人の登記記録上の住所本 人 の 住 所 東京都千代田区九段南１丁目１番１５号

又は本人の本籍

（国籍）

①□法人の代表者の資格を証する書面（※申請人又は代理人が法人であるときに必要）５ 添 付 書 類

， （ ）（ ）該当書類の□に ②□委任状 □その他 ※代理人が申請するときに必要

③□登記の事由を証する書面（□住民票の写し □戸籍の謄本又は抄本）□のようにチェック (欄外注参照)

□その他（ ）してください。

④□上記添付書類は，本件と同時に申請した他の変更の登記申請書に添付した。

（注）住所変更の場合，法務局において住民基本台帳ネットワークを利用して住所変更の事実を確認するこ
とができるときは，住民票の写しの添付を省略することができます。法務局において住所変更の事実
を確認することができないときは，住民票の写し等の送付をお願いすることがあります。

※登記手数料は不要です。
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御 中東 京 法 務 局

令和　　年 月 日申請登 記 申 請 書（終了の登記）
１ 申 請 人 等

住 所

氏 名 印
ｱ 申請される方

(申請人)

(本人との関係) (電話番号)資 格 連絡先

（注）申請人が法人の場合は 「名称又は商号 「主たる事務所又は本店」を記載し，代表者が記名押印してください。， 」

住 所

氏 名 印
ｲ 上記の代理人

(上記の申請人から

委任を受けた方) (電話番号)連絡先

（注１）代理人が申請する場合は，ｱの欄とともにｲの欄にも記入してください（この場合ｱの欄の押印は不要です 。。）

（注２）代理人が法人の場合は 「名称又は商号 「主たる事務所又は本店」を記載し，代表者が記名押印してください。， 」

２ 登 記 の 事 由

□成年被後見人の死亡，□被保佐人の死亡，□被補助人の死亡，□任意後見契約の本

ｱ 終 了 の 事 由 人の死亡，□任意後見受任者の死亡，□任意後見人の死亡，□任意後見契約の解除，

□その他（ ）

（記入方法）上記の該当事項の□に□のようにチェックしてください。

ｲ 終了の年月日 平成・令和 年 月 日

（注）○死亡の場合は，その死亡日 ○任意後見契約の合意解除の場合は，合意解除の意思表示を記載した書面になされた公証人の

認証の年月日等 ○任意後見契約の一方的解除の場合は，解除の意思表示を記載した書面が相手方に到達した年月日等

３ 登記記録を特定するための事項

（本人 の氏名は必ず記入してください ）(成年被後見人,被保佐人,被補助人,任意後見契約の本人) 。

フ リ ガ ナ

本 人 の 氏 名

（登記番号が分かっている場合は，本欄に登記番号を記入してください ）。

登 記 番 号 第 － 号

（ ， 。）登記番号が分からない場合は 以下の欄に本人の生年月日・住所又は本籍を記入してください

本人の生年月日 明治・大正・昭和・平成・令和／西暦 年 月 日生

本 人 の 住 所

又 は 本 人 の 本 籍

（国籍）

①□法人の代表者の資格を証する書面（※申請人又は代理人が法人であるときに必要）４ 添 付 書 類

（ ）（ ）該当書類の□に ②□委任状 □その他 ※代理人が申請するときに必要

③□登記の事由を証する書面□のようにチェック

ｱ死亡の場合（□戸籍(除籍)の謄抄本 ，□死亡診断書，してください。 (欄外注参照)

□その他（ ））

ｲ□任意後見監督人選任前の一方的解除の場合（解除の意思表示が記載され公証人の

認証を受けた書面＝配達証明付内容証明郵便の謄本＋配達証明書(はがき)）

ｳ□任意後見監督人選任前の合意解除の場合（合意解除の意思表示が記載され，公証

人の認証を受けた書面の原本又は認証ある謄本）

ｴ□任意後見監督人選任後の解除の場合（上記ｲ又はｳの書面（ただし，公証人の認証

は不要）＋家庭裁判所の許可審判書(又は裁判書)の謄本＋確定証明書)

ｵ□その他（ ）

（注）死亡の場合，法務局において住民基本台帳ネットワークを利用して死亡の事実を確認することができ
るときは，戸籍（除籍）の謄抄本の添付等を省略することができます。法務局において死亡の事実を
確認することができないときには，戸籍（除籍）の謄抄本等の送付をお願いすることがあります。

※登記手数料は不要です。
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＜ 記 載 要 領 ＞
１ 申請人等欄

：登記を申請される方（申請人）の住所，氏名，資格（本人との関係 及び連絡先の電ｱ 申請される方欄 ）（注)

話番号を記載し，押印（認印）します。

（注）本人（成年被後見人，被保佐人，被補助人，任意後見契約の本人をいう。以下同じ ）と申請人。

の関係（成年後見人，保佐人，補助人，任意後見受任者・任意後見人等又は本人の親族）を記

載します 。

※ｱが法人の場合は，住所，氏名に代えて，主たる事務所又は本店，名称又は商号，代表者の氏名を記載します。

：上記ｱの申請人から委任を受けた代理人が申請する場合は，上記ｱの記載に加え，本欄に代ｲ 上記の代理人欄

理人の住所，氏名及び連絡先の電話番号を記載し，押印（認印）します。

なお，この場合はｱの欄の押印は不要です。

※ｲが法人の場合は，住所，氏名に代えて，主たる事務所又は本店，名称又は商号，代表者の氏名を記載します。

２ 登記の事由欄

：終了の事由の該当箇所にチェックします。該当がないときは「□その他」にチェックし，カｱ 終了の事由欄

ッコ内にその事項を記載します。併せて，任意後見受任者又は任意後見人の死亡の場合，亡

くなった方が漢字表記されない外国人であるときは，アルファベット表記の氏名を欄内余白

に記載します。

：終了の原因となった事項が生じた年月日を記載します。例えば，死亡の場合は死亡日，任ｲ 終了の年月日欄

意後見監督人選任前の任意後見契約の合意解除の場合は合意解除の意思表示を記載した書

面にされた公証人の認証の年月日，一方的解除の場合は解除の意思表示を記載した書面が

相手方に到達した年月日，任意後見監督人選任後の任意後見契約の合意解除の場合は合意

解除の意思表示を記載した書面の作成日と家庭裁判所の許可の効力確定日のいずれか遅い

年月日，一方的解除の場合は解除の意思表示を記載した書面が相手方に到達した年月日と

家庭裁判所の許可の効力確定日のいずれか遅い日を記載します。

３ 登記記録を特定するための事項欄

（ ，フリガナ 本人の氏名欄， ：本人の氏名を氏と名を１字空けて記載します 漢字表記されない外国人の場合は

カタカナ表記に加えて，アルファベット表記も併記します 。。）

最初の登記の際に付与された登記番号を記載します 「2011－55555」のように記載します。登記番号欄： 。

登記番号が分からない場合に該当する事項を記載します（登記番号が判明本人の生年月日，本人の住所欄：

している場合であっても，可能な限り本欄への記載をお願いします 。。）

４ 添付書類欄

終了の事由及び申請人の資格に応じて提出する添付書類について，該当する欄にチェックします。

（例：３か月以内の法人の登記事項証明書）① 申請人又は代理人が法人である場合は，代表者の資格を証する書面

② 代理人によって申請する場合は，委任状などその権限を証する書面

③ 終了の事由に応じて，その事由を証明する書面

例１ 成年被後見人等の死亡の場合→戸籍(除籍)の謄抄本又は死亡診断書が必要です。

※法務局において住民基本台帳ネットワークを利用して死亡の事実を確認することができるとき

は，戸籍（除籍）の謄抄本の添付を省略することができますが，住民基本台帳ネットワークを

利用して死亡の事実を確認することができないときは，戸籍（除籍）の謄抄本の送付をお願い

することがあります。

例２ 任意後見監督人選任前に任意後見契約が合意により解除された場合

→任意後見契約の合意解除の意思表示が記載され，公証人の認証を受けた書面が必要です。

例３ 任意後見監督人選任前に任意後見契約が一方的に解除された場合

→任意後見契約の解除の意思表示が記載され，公証人の認証を受けた書面が相手方に到達した

ことを証する書面＝配達証明付内容証明郵便の謄本及び配達証明書(はがき)が必要です。

例４ 任意後見監督人選任後に任意後見契約が解除された場合

→例２又は３の書面に加え，家庭裁判所の解除の許可審判書(又は裁判書)の謄本及び確定証明

書が必要です。

○ 登記手数料

終了の登記については，登記手数料は不要です。

※送付の際は簡易書留郵便又は信書便 引申請書及び添付書面は下記に送付(提出)してください。 （

受け及び配達の記録を行うもの）でお願いします。

送付(提出)先 〒１０２－８２２６ 東京都千代田区九段南１－１－１５ 九段第２合同庁舎

東京法務局民事行政部後見登録課 （０３－５２１３－１３６０）
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東 京 法 務 局 御 中※記載例(１)（成年被後見人の死亡による終了の登記申請を成年後見人が行う場合）

登 記 申 請 書（終了の登記） 令和 元年 5月　9日申請
１ 申 請 人 等

東京都台東区台東１丁目２６番２号住 所

印
ｱ 申請される方

氏 名 後見 太郎
(申請人)

090－○○△△－××□□資 格 連絡先(本人との関係) (電話番号成年後見人 )

（注）申請人が法人の場合は 「名称又は商号 「主たる事務所又は本店」を記載し，代表者が記名押印してください。， 」

住 所

氏 名 印
ｲ 上記の代理人

(上記の申請人から

委任を受けた方) (電話番号)連絡先

（注１）代理人が申請する場合は，ｱの欄とともにｲの欄にも記入してください（この場合ｱの欄の押印は不要です 。。）

（注２）代理人が法人の場合は 「名称又は商号 「主たる事務所又は本店」を記載し，代表者が記名押印してください。， 」

２ 登 記 の 事 由

□成年被後見人の死亡，□被保佐人の死亡，□被補助人の死亡，□任意後見契約の本

ｱ 終 了 の 事 由 人の死亡，□任意後見受任者の死亡，□任意後見人の死亡，□任意後見契約の解除，

□その他（ ）

（記入方法）上記の該当事項の□に□のようにチェックしてください。

※（注）参照ｲ 終了の年月日 平成・令和 　元 年 ５月 ７日

（注）○死亡の場合は，その死亡日 ○任意後見契約の合意解除の場合は，合意解除の意思表示を記載した書面になされた公証人の

認証の年月日等 ○任意後見契約の一方的解除の場合は，解除の意思表示を記載した書面が相手方に到達した年月日等

３ 登記記録を特定するための事項

（本人 の氏名は必ず記入してください ）(成年被後見人,被保佐人,被補助人,任意後見契約の本人) 。

コウケン ハルコフ リ ガ ナ

※本人(成年被後見人,被保佐人,被補助人,任意後見契約の本人)の氏名本 人 の 氏 名 後見春子
．

（登記番号が分かっている場合は，本欄に登記番号を記入してください ）。

登 記 番 号 第 － 号２０１１ ５５５５５

（ ， 。）登記番号が分からない場合は 以下の欄に本人の生年月日・住所又は本籍を記入してください

本人の生年月日 明治・大正・昭和・平成・令和／西暦 年 月 日生１５ ７ １２

※本人の登記記録上の住所本 人 の 住 所 東京都千代田区九段南１丁目１番１５号

又 は 本 人 の 本 籍

（国籍）

①□法人の代表者の資格を証する書面（※申請人又は代理人が法人であるときに必要）４ 添 付 書 類

（ ）（ ）該当書類の□に ②□委任状 □その他 ※代理人が申請するときに必要

③□登記の事由を証する書面□のようにチェック

ｱ死亡の場合（□戸籍(除籍)の謄抄本 ，□死亡診断書，してください。 (欄外注参照)

□その他（ ））

ｲ□任意後見監督人選任前の一方的解除の場合（解除の意思表示が記載され公証人の

認証を受けた書面＝配達証明付内容証明郵便の謄本＋配達証明書(はがき)）

ｳ□任意後見監督人選任前の合意解除の場合（合意解除の意思表示が記載され，公証

人の認証を受けた書面の原本又は認証ある謄本）

ｴ□任意後見監督人選任後の解除の場合（上記ｲ又はｳの書面（ただし，公証人の認証

は不要）＋家庭裁判所の許可審判書(又は裁判書)の謄本＋確定証明書)

ｵ□その他（ ）

（注）死亡の場合，法務局において住民基本台帳ネットワークを利用して死亡の事実を確認することができ
るときは，戸籍（除籍）の謄抄本の添付等を省略することができます。法務局において死亡の事実を
確認することができないときには，戸籍（除籍）の謄抄本等の送付をお願いすることがあります。

※登記手数料は不要です。
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